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はじめに
中国の経済発展に伴い、高等教育も改革し始め、中国の各階層において学生の大学進学
機会は増大した。それに伴い、近年では中国の親は子どもの受ける教育の質を重視しはじ
めている。2000年には、都市部の中階層・ 上階層の中で 「留学ブームJが広まり始め、よ
り高度で質の高い教育を望みはじめた。
ところが、高等教育が改革することに伴い、様々な不平等が生み出された。 例えば、中
国の高等教育機関の分布は基本的に経済が発達している東部地域に偏っており、 さらに優
良大学の多くが東部地域に属している。これに対して、 学生が多い中部地域と西部地域に
は高等教育機関は少ない。また、大学の合格ラインも各地域で異なり、東部地域は中部地
域、西部地域より低く設定されて東部地域地元出身の学生が高等教育機関に進学する時優
遇を受けており、入試制度そのものにも不平等がある。
また、進学の際、4年間の大学生活の総費用は高騰しているのが現状である。西部地域出
身の学生が東部地域の都市部の大学に進学する場合、学費と別に都市部で生活するための
多額の資金が必要になる。都市部では当然物価や家賃なども高く 、本人のアノレバイ ト代だ
けでは到底まかなうことは難しい。そのため、親の経済的支援が子どもの進学に対し必要
不可欠であると考えられる。このよ うに西部地域出身の学生が東部地域の名門大学に進学
するためには、親の経済的支援が大きな影響を及ぼしていると考えられる。もちろん子ど
も本人の教育アスピレーションと学業成績は重要で、はあるが、今日の中国社会では、経済
的に発達していない地域からの進学を阻むような教育 ・入試制度が存在しているのが現状
である。この親の経済的支援（投資）に関しては、 中国社会では問題視されてはいるもの
の、その研究は十分なものとは言えない。
こうした親の経済的支援を論じるには、親の子どもに対する教育期待を考察することが
適切で、あると考えられる。なぜなら、親の子どもに対する教育期待は、親が世帯の状況と
子ども本人の状況を十分に考慮した上で現れる、子どもの教育進路に対する総合的指標で
あると考えられるためである。また、親の子どもに対する教育期待についての考察は、特
に中国の経済的に未発達な地域において現実的な意味を持っと考える。そうした地域には、
非一人っ子世帯が多く、世帯の経済的資源に余裕がない。つま り、きょうだい全員の進学
を経済的に支援することが困難な状況にあると言える。したがって、それぞれの子どもに
どのような進路を歩ませるのか、親は家計ときょうだいの適性とを考慮した上で決定しな
ければならないのである。子どもへの教育期待を考察することで、単に世帯の教育投資状
況をみるだけなく、地方のこうした複雑な状況を同時に考察することができると考えてい
る。
子どもに対する親の教育期待については、中国国内ではさまざまな角度から検証されて
いる。先行研究では主に、中国特有の制度・政策である 「戸籍制度Jや 「一人っ子政策」 、
親の学歴や収入といった諸要因と親の教育期待との関連が論じられてきた。本稿は二つの
新たな視点で親の子どもに対する教育期待を論じたいと考える。一つ目は中国の地域的差
異である。前述したように東部地域は、経済的に発達し高等教育機関数が多い、 大学の合
格ラインが低いなど、西部地域と比較して教育について有利な状況にある。西部地域は経
済が東部地域より発達しておらず、高等教育機関数も少ない。また、大学の合格ラインも
高く、東部地域に比べ不利な状況であるといえる。西部地域に住んでいる親は、子供の高
等教育進学を考える際、多くの不利な要因について考えなければならない。非一人っ子世
帯の場合、きょうだい全員が進学を希望していたとしても、それに応えることは困難であ
ると言える。
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二つ目は、きょうだい構成の視点である。中国は「一人っ子政策」を実施しているが、
現在、西部地域では非一人っ子家庭の比率が多い（第二章と第四章の一人っ子政策に関す
る節で後述） 。また、中国の伝統的意識には 「男女不平等Jという考えが根強く存在して
いるため、教育期待について、きょうだいのなかでも男女の差異が現れると考えられる。
こうした状況を受け、本稿では北京大学中国社会科学調査センターの 2010年度 CFPS
調査（ChinaFamily Panel Studies）データ（男児を持つ親、農村部N=1275、都市部N=367、
女児を持つ親、農村部N=1187、都市部Nニ317）を利用し、統計的手法を用いて親の子ど
もへの教育期待にどのような要因が影響を与えるのかをみてし、く。前述したように本研究
の目的は、子どもの出身地の地域的差異と、きょうだい構成が、親の子どもへの教育期待
にどのような影響をあたえるのかを明らかにすることである。
ここで本稿の構成を簡単に述べてし、く。第 1章では、出身地域聞の差異ときょうだいの
構成が子どもの教育達成にどのような影響を与えるのか、日本の先行研究と中国の先行研
究を参照しながら中国における教育問題を確認してし、く。その上で、本研究の研究関心を
示してし、く。第2章では、中国の「戸籍制度」、 「一人っ子政策」及び 1999年からの高等
教育改革について、その内容と変遷を概観してし、く。第 3章では、主に中国の先行研究を
参照Lながら、子供への教育期待に関する先行研究を概観し、仮説を提起する。第 4章で
は、今回の分析に使用したデータを紹介し、各変数の説明及び加工の過程を説明した。第5
章では、重回帰分析を用いて、親の子供への教育期待に対して、出身地域間の差異とき ょ
うだいの構成が与える影響を分析してし、く。第 6章では分析結果を基に、親の子供への教
育期待に対して、出身地域の聞の差異ときょうだいの構成の影響、及びこの影響の原因を
検討した。最後に、本研究の結論及び今後の課題をまとめた。
続く第 1章では中国の教育に関する問題を、主に中国国内で行われた先行研究を用いな
がら概観してし、く 。現在の中国では何が問題とされているのか、日本の先行研究も参照し
ながら、教育に関する問題を明確にしていきたい。
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第 1章 問題感心 ・研究背景一中国における教育格差一
本稿の目的は、 2010年中国の CFPS調査のデータを用いて、子どもの出身地における地
域的差異ときょうだい構成が、親の子どもへの教育期待にどのような影響をあたえるのか、
という点を明らかにすることである。ここでは、 今日の中国国内では、教育においてどの
ような問題があると言われているのかを見てして。1.1、1.2では教育における問題を 2つ
の視点から取り上げ、続く 1.3では本研究における問題関心を示す。
1.1地域による教育格差
近年、中国では戸籍制度における地域的格差、つまり都市部と農村部聞の格差が特に注
目されている。と ころが、中国語で戸籍地、すなわち出身地における地理的差異について
はあまり注目されていない。この点について、陸益龍 （2003）は以下のように述べている。
多くの研究者は戸籍制度について、都市部と農村部聞の「二元分化」を強調して
いるが、その際、地理的格差についてはあまり言及されていない。実際、戸籍制度
は、農業戸籍から非農業戸籍への身分変化を統制するだけではなく、地理的移動も
統制している。この二種類の統制が相互作用して、今日の地域的、空間的戸籍身分
構造を作った。 （陸 2003:270) 
中国における教育格差に関する研究では、陸が述べているように、単に都市部と農村部
の聞の格差に着目した研究が多く 、省聞の詳細な地域的格差に着目した研究はごくわずか
である。そして、本研究のテーマである親の子どもへの教育期待に関する地域聞による差
異の研究については、中国国内では行われていないのが現状である。しかし、教育におけ
る地域的な問題は近年注目されつつある。その代表的なものに地域による高等教育への進
学機会の格差が挙げられる。陳暁宇（2012）は2007年から 2011年の聞に、 中国全土から
23省を選び、72の高等教育機関を選出した。そのうちの、4年制本科学生 43,318人、 2
年制専科学生 23,113人、専門学校生 10429人を対象として、高等教育進学機会に関する
調査を行った。陳は中国の行政区画によ り、対象者の出身地域を①直轄市及び省庁所在都
市＼②一般都市、③県庁所在町、 ④鎮、 ⑤農村地域、 という 5つの地域に分け、地域聞に
よる高等教育進学機会の格差を研究した。この調査から以下の3点が明らかになった。
1.名門大学の進学機会は直轄市及び省庁所在都市出身者に片寄っている。
2.直轄市及び省庁所在都市出身の学生の大部分は名門大学に進学しており、
専門学校に進学した比率は少ない
3.鎮出身学生の名門大学への進学比率は少なく、大部分が専門学校に進学している。
以上の結果から、農業戸籍をもっているかどうかという問題ではなく、 学生の出身地域
の規模によって進学機会に格差が存在していることがわかる。
教育における地域格差問題について、日本の先行研究を参照しながら、その結果が中国
においても適用可能か見ていきたい。日本の先行研究においても、地域における教育機会
の格差について研究している。雨森聡（2008）は2005年SSM調査のデータを用いて、高
等教育機関の地域的偏在に注目し、教育機会格差や出身階層が大学進学並びに居住地の移
動をともなう進学に対してどのように影響を与えるのかを検討している。地方出身者の進
学を妨げている障害について、雨森は次のように述べている。
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進学できない理由として、 「地域に大学がなしリ 、 「進学したくても経済的に
難ししリなどが考えられる。また、これらのこつが組み合わさった理由も考えられ
る。すなわち、 「進学したくても県内に入学したい（入学できる）大学がないので
県外の大学に進学しようとするも、県外で下宿する経済的余裕はない」としづ進学
移動にかかわる理由がある。このように様々な理由で、地方出身者は進学を断念し
ていると思われる。 （雨森2008:71) 
つまり、大学進学において地方居住者は、 「居住地域における大学の少なさ」、 「都市
部の大学に進学する際に生じる経済的な負担」というこつの問題があるということになる。
筆者はこの二つの問題に関して、中国国内にも存在していると考える。
j審鴻敏と劉秋実（2008）は中国における高等教育機関数の全国的分布及び影響について
研究し、次のように述べている。
1949年から 2007年の聞に、中国全国の高等教育機関数は増加しており、 1949
年の 205校から 2007年には 1,909校に増加している。しかし、高等教育機関の省
の間での分布の偏りは改善されることなく、現在も存在している。また、東部地域
に属する高等教育機関数は西部地域より大幅に多い。 （；審・劉 200s:16) 
藩と劉は同研究の中で、中国圏内における優良高等教育機関、 教育部 （日本で言うとこ
ろの文部科学省）が直轄する大学（し、わゆる国立大学） の分布も研究している。 「2007年
現在、国立大学の大部分は北京市、上海市、江蘇省などの東部地域に属している。中部地
域と西部地域においては、国立大学の数が少ない省（河南省）や、 一校もない省（貴州省
など）もある。」 （渚・劉 200s:16）と述べており、地域間において大学数そのものの偏
りがあることがわかる。
中国では、毎年各大学の合格定員数は教育部、つまり国によって決められる。教育部は
各省の高等教育機関の数と種類よって、各省に定員数を分配する。撞と劉によれば、 「1999
年の高等教育改革が始まった後、各省聞の高等教育入学機会の格差は高等教育機関数の増
大に伴って拡大している」 （渚・劉 200s:16）と述べている。この高等教育の入学機会格
差について、郭延凱（2010）は中国の全国大学統一入試における、各省の聞の格差を調査
した。
全国的に見て、 各省の公立大学だけではなく、国立大学の定員数の分配は省と省
の問で格差が存在している。どこの大学でも、大学所在地の省の出身者に分配する
定員数は、 外省出身者より多く設定している。 （郭2010:44) 
中国の大学入試制度では戸籍の登録地、日本で言う 「本籍地」によって受験生を区分す
る。中国では一般的に、戸籍の登録地というのは出身地域や居住地域と一致する。郭の研
究では、各大学の定員数において、大学所在地に居住する者の枠があることを示している。
つま り、地元の戸籍を持つ者が合格に有利であるということになる。
また、各大学の合格ラインについて、郭は以下のように述べている。
国が行う大学統一入学試験であるにも関わらず、 省の間で合格ラインが異なって
いる。優良な高等教育機関数が多い東部地域の合格ラインは、大学の数が少なく 、
受験生が多い中部地域と西部地域の合格ラインよりも低い。 （郭 2010:44) 
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郭の研究では、出身地域外の大学に行く際には、地元の出身者よりも高い点数を取らな
ければ入学できない、ということを示している。つまり、東部地域の大学には東部地域か
らの出身者は入学しやすく 、逆に中部・西部地域出身者は東部地域出身者より高い点数を
取らなければ入学できないということになる。先に述べたように、国立大学の大部分は東
部地域に属しており、中部・西部地域にはそもそも高等教育機関が少ない。受験生の分布
も、中部・西部地域は東部地域より も多い。このことから、受験生が多く、大学の数が少
ない中部・西部地域出身者は、大学の数が多く、合格ラインも低い東部地域出身の学生よ
りも、優良大学に進学することが難しいと考えられる。中部地域・西部地域出身の学生は、
前述した雨森の研究結果と同様に、 「出身地域に大学がない」という問題点が一致する。
さらに大学の少なさに加えて、出身省以外の大学に進学する際には、地元出身者より高い
点数を取らなければならないという点から、 「出身省以外の大学（特に優良大学）に進学
することが難ししリという問題点があげられる。また、中部地域と西部地域の世帯の収入
は一般的に東部地域より低く、そのため高等教育への進学機会も東部地域より少ないとさ
れている。これは雨森が言う 2点目の問題点と合致する。これらの研究から、中国の地方
居住者は、雨森の言う「大学の少なさj 、 「経済的負担」に加えて、 「出身地域そのものJ
の問題を抱えていることがわかる。
1.2家庭内での教育格差ーきょうだいに関する教育格差
日中両国において、家庭内での子どもの教育格差に関しては多くの研究がなされてきた。
ここでは、主にきょうだいに関する日本の先行研究を取り上げ、きょうだい数と出生順位
において、どのような問題が挙げられてきたのか検討していく。
平沢和司・片瀬一男（2008）の研究から、きょうだい数が教育達成に負の影響を与える
ということがわかっている（平沢・片瀬 200s:1）。平沢は、2005年 SSMデータ面接票
を用いて、きょうだい構造と教育達成の関連を検討した。対象者を若年コーホート（1971～
80年生まれ）、中年前期（1956～70年生まれ）、中年後期（1941～55年生まれ）の 3つの出生
コーホートを分け、各年代の本人の学歴達成ときょうだい数の関連を説明した。平沢によ
れば、
教育年数に対するきょうだい数の負の効果は若年コーホートでは女性にはある
が、男性にはない。ただし、若年男性を含めて、ほとんどのコーホートで、男きょ
うだいの数に応じて教育達成が有意に下がる（平沢・片瀬200s:1) 
と述べており、 男女で異なる影響が出ることがわかった。特に男きょうだいの有無はほと
んどのコーホー トで見られたことから、影響力の強い要因であると考えられる。
平尾桂子（2006）の研究も同様の傾向を示している。平尾は 2003年のNFRJデータを
用い、教育達成に対するきょうだい構成と性差について検証した。親が子どもに希望する
学歴について平尾は、
第一に、男の子は四年制大学、女の子は短大という教育達成の性分離が、単に
性別間だけではなくきょうだい間でも認められること。第二に、きょうだい数は、
「四人以上」に較べて「三人以下」の場合に教育達成が高い傾向が認められるもの
の、その関係は必ずしも直線的なものではない（平尾2006:17) 
と述べている。このように教育達成において、男女の聞に差異があることがわかっている。
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更に、親は子どもの教育に世帯の資源が分配する時、きょうだい数により資源を希釈する
だけでなく、子どもの性別や出生順位などによって選択的分配したことを示唆していると
筆者が考えられる。
では、なぜ子どもの性別ときょうだい数により、子どもへの教育投資が異なるのだろう
か。日本の先行研究においては、 「資源希釈理論」と「選択的投資仮説」としづ理論用い
て説明されている。 「資源希釈理論Jとは、きょうだい数が多いと、両親が子どもひとり
ひとりに振り分ける資金・時間・注意が希釈される、というきょうだい数の多さが教育達
成に負の影響を与えることを説明した理論である。この理論では同時に、きょうだい数が
多いと、家族の中で大人のしめる比率が下がるため大人の語葉や会話に触れる機会が少な
く、それゆえ大人の仲間入りをしたという自覚を持ちにくい、といった側面でも教育達成
への負の影響を説明している。 「選択的投資仮説」は、親が予算制約のもとでこどもの特
性に応じて選択的に教育投資を行う（かどうかを決める）、というものである。（平沢・片瀬
200s: 2-s) 
この「資源希釈理論」と「選択的投資仮説」は中国農村部での研究においても既に用い
られている。張克中ら（2013）は ChinaHealth and Nutrition Survey （以下、 CHNS)
の1990年から 2009年までの 7年分のデータを利用して、中国農村地域に住む6歳～30歳
の子どもの親の教育投資を研究した。張らはきょうだい構成と本人の学歴の関連を分析し
た。
全体から見ると、農村部世帯の教育投資はかなり男児に傾向している。男児に対
して、年長の兄か妹がいる場合、本人の教育達成に有利になる。女児に対して、男
きょうだし、か年齢差が大きい妹がいる場合、本人の教育達成は不利になった。この
状況は農村部の経済資本か文化資本の低い世帯においてはっきり表れる。 （張ほか
編 2013:50) 
また、張らは農村部親の教育投資の傾向も研究した。
親の教育投資は性差だけではなく、きょうだいの年齢差にも関連している。全体
から見ると、教育投資は男児に傾向している。きょうだいの年齢差が 3歳以上の場合、
親は早めに学校に入る兄と姉に優先的に投資する。きょうだいの年齢差が 3歳以下の
場合、親は年下の弟と妹に優先的に投資する。 （張ほか編 2013:50) 
張らの研究により、現在、中国農村部の親の教育投資はきょうだいの性別構成により、
差異がでることが明らかにされた。中国においても「資源希釈理論Jと「選択的投資仮説」
を用いて説明できることがわかる。
つまり、中国では 1999年の高等教育改革実施以降、農村部出身の学生の高等教育入学機
会は増加している。しかし、前述したように改革の進行に伴い、様々な不平等も生じはじ
めている。特に入学試験の地域的不平等は、異なる出身地域からの子どもの高等教育進学
機会に多大な負の影響を与えている。また、 「一人っ子政策」が実施されたが、都市部と
農村部では政策の浸透の違し、から、都市部の一人っ子世帯が多いのに対して、農村部では
非一人っ子世帯が多く、そして性別の比率が男児より女児が多いという傾向がある（この
点は第4章にて後述する）。
このように出身地域の影響ときょうだい構成は中国の先行研究において、子ども本人の
教育達成に負の影響を与えることがわかっている。
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1.3問題感心
本研究では、 1.1と1.2で述べた、出身地域ときょうだい構成が親の子どもに対する教育
期待に影響を及ぼすのか、という点に焦点を当て、考察してし、く。冒頭で述べたように、
親の子どもに対する教育期待は子ども本人の教育達成においても重要な要因であり、また、
子どもへの教育投資を決定づける要因であると考えるためである。
では、この二つの要因は親の子どもに対する教育期待にどのような影響を与えるのだろ
うか。第 3章にて後述するが、出身地域やきょうだい構成と親の教育期待との関連は中国
圏内では未だに論じられていない。中国全土を対象としたデータを用いて、これらの影響
を考察していきたい
続く第2章では、中国における政策や制度について述べてし、く。中国特有の「戸籍制度j、
「一人っ子政策」、高等教育改革の変遷を概観し、教育における問題の理解を深めていき
たい
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第 2章 中国の政策の変遷と現状
ここでは中国特有の制度・政策の内実とその変遷をまとめていく。2.1では戸籍制度を、
2.2では一人っ子政策について述べてし、く。2.3では 1999年からの高等教育改革を概観し
てし、く。こうした中国独自の制度・政策の変遷を知るとともに、制度・ 政策がもたらした
諸問題をここで明らかにしていきたい。
2.1 戸籍制度
2.1.1戸籍の由来と発展過程
戸籍制度は中国の唯一無二の制度であり、個人の生活の様々な面に影響を与える。では、
この戸籍制度はいったいどのように形成されたのだろうか。
戸籍制度の準備期は 1953年ごろに始まった。当時、国は農村地方において「農業集団化J
uを行い、食料はすべて国によって管理されていた。 1955年から、政府は都市部に住んでい
る住民に娘食配給証を配布し、都市住民は公定価格で国家から食糧の配給を受けるように
なった。政府は当時、食料の管理と分配制度の混乱を防ぐために、人口移動と個人の職業
選択を制限し始めた。
1953年には、中国統計局により第一回人口調査（センサス）が実施され、その結果に基
づいて農村部における戸籍管理体制の基礎が確立された。1954年 12月、内務部、公安部、
統計局の連合通知により、全面的に農村戸籍登録制度を打ち立てることが公表された。1955
年に国務院より戸口登記制度を実施する指示が出され、戸籍登記が始まった。そして 1956
年より農民の都市への移動が制限付加される予定であった。1958年 1月に 「中華人民共和
国戸籍登記条例」が公表され、戸籍制度が正式に制度化された。この戸籍制度には人口移
動や職業選択に対する抑制機能が予定されたのである。戸籍制度は中国の都市部と農村部
を極度に区分し、農村部から都市部への人口移動だけではなく、都市部の聞の人口移動も
強烈に制限している。戸籍制度は、都市戸籍所有者に特権的な地位を与え、結果として都
市と農村、及び都市聞の格差が顕在化した。同時に、農村戸籍所有者への差別や不平等な
待遇が維持され、今日の中国社会の身分秩序が形成された一因である。
1978年の「改革開放」政策の実施以降、経済が発展することで、都市部における出稼
ぎ労働者の需要もますます増加している。80年代から 90年代に、当時都市部の開発のブ
ームと伴い、 戸籍制度における人口移動の制限も緩和された。多国外｜ー （2006）は 1984
年～2001年の戸籍制度の改革に関する法令・法規及び内容をまとめた（表2.1）。
2000年に入った後、戸籍制度改革のスピードが早まった。2014年 12月まで中国全国で
14省・直轄市・自治区は都市戸籍と農村戸籍を廃して、 「居民戸籍j に統一化された。
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表 2.1 戸籍制度改革の進展， 1984年～2001年
年月 法令・法規の名称 内容
1984年 1月 1号文章 条件付で集鎮への移住を許可
1984年 10月 農民の集鎮への移住に関する通知 条件付で集鎮での戸籍転換を許可
1985年7月 都市暫住人口の管理に関する暫定規定
暫住証・寄宿証制度→出稼ぎ労働者の都市での
短期在住と居住を許可
1985年9月 中華人民共和国居民身分証条例 16歳以上の国民に身分証携帯を義務化
小都市における戸籍管理制度改革に関する実
都市在住の農村戸籍所有者に条件付で都市戸籍
1997年6月 験案及び農村の戸籍管理制度に関する改善意
への転換を許可
見
1998年8月
当面の戸籍管理におけるいくつかの突出した
問題に関する意見
都市戸籍取得の条件の緩和
2001年 3月
小都市における戸籍管理制度改革の推進に関 都市戸籍、農村戸籍を廃して「居民戸籍」に統
する意見 一化
出典多田州一「中国における農村労働力移動に関する研究（第3報）一戸籍制度改革の現状と課題J，季刊北海学園大
学経済論集， (2006: 31)。
2.1.2戸籍制度における教育格差
戸籍制度で引き起こされた農村部と都市部の間の様々な格差の中でも、教育に関する格
差は長年注目され続けている。中国の教育制度では農村部より都市部が優先され、設備投
資などを含め、多額の政府の援助を受けている（毛 2012）。農村部と都市部の聞には、戸
籍制度がもたらした大きな教育格差がある。たとえば、義務教育において、都市部に居住
している子どもは都市戸籍を持っていなければ、居住地の学校に入学できない。つまり 、
都市に住んで、いる農村戸籍を持っている子どもは都市部の学校に入学できないということ
になる。そういった子どもが都市部の学校に進学する場合、多額的の 「賛助費」と「借読
費」 （両方共、学校への援助金）を支払わなければならない（毛 2012）。現在、中国では
教育格差是正のため高等教育の入学基準を緩和しているが、義務教育の段階で都市部と農
村部の聞には大きな教育差異が起きている。その結果、農村戸籍を持つ学生の高等教育進
学機会 （特に名門大学への進学機会）は都市戸籍を持つ学生よりも大幅に少ないという事
態を引き起こしている。
李春玲（2003）は中国の教育達成について、 1949年から 2001年までの変化過程を分析
している。李は戸籍制度実施時代（1960年～2001年）について、以下のように述べている。
戸籍制度から生まれた教育機会の分配の不平等は増加続けている。この趨勢は農
村部の子ども、特に女児に多大な負の影響を与え、個人の将来の上昇移動機会にま
で強い負の影響を与えている。 （李 2003:86)
戸籍制度が一番厳しく 実施された時代から緩和されるまでの聞に、中国の経済制度は 「計
画経済jから「市場経済」に変化し、農村部でも教育機会への改善が期待されていた。 「計
画経済」の時代は、戸籍制度が最も厳しく実施されており、農村部から都市部への人口移
動の取り締りが強化されていた。そうした状況下で農村部出身者が都市戸籍を得るための
手段は、軍隊への入隊か、大学への進学しかなかった。軍隊の定員は毎年少なく、子ども
を大学に進学させることが、農村部親の子どもに対する教育への期待となった。しかし中
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には子どもに対する教育への期待がそれほど高くない親もおり、そうした親は自分の子ど
もは字が読めば十分である、と考えている。これに関して王衛東（2007）は以下のように
述べている。
このような戸籍制度が厳しい時代に農村部親の子どもへの教育期待の本質は、都
市戸籍獲得への期待と言い換えられる。もし進学できたとしても、農村部から離れ
ることができなかったら、その進学はあまり意味がない （王衛東2007:122）。
つまり、農村部親にとっての「高等教育進学」とは、都市戸籍を獲得することの手段で
あり 、学歴そのものの価値や教育の意味を理解していないというのが現状である。彼らに
とっては子どもが地元の大学に進学したとしてもそれはあまり意味も持たない。農村部を
離れ、都市の大学に進学し、都市戸籍を獲得して、 はじめて意味をなすのだ。言い換えれ
ば、農村部の親はそれほど都市戸籍を重要視しているということになる。
「市場経済」の時代、特に 1999年の高等教育改革の後、農村部の子どもへの教育期待は大
幅に変化している。高学歴を獲得することが社会的に求められたようになったことに加え、
近年の就職難問題が深刻したことによ り、農村部でも子どもに大学進学を望む親が増加し
ていった。
2.2 中国の人口政策（「一人っ子政策」を中心として）
2.2.1 1971年一 1979年 「計画生育」政策の形成
1950年代に、中国は回復期に入る。当時、医療水準の発展に伴い、中国全国の死亡率は
低下して、人口は速やかに増加しはじめた。 全国の人口は1950年の約 5.64億人（推測値）
から1969年の 8億人に増加した（挑・予 1994）。人口の増加の早さと経済発展スピード
の遅さのギャップはますます深刻になった。 このよ うな背景で、1970年、国務院総理周恩
来は全国計画工作会議で人口抑制政策は全国的に普及していくべきであると強調した。
1973年 12月、北京市に全国計画生育工作報告会議を聞き、 「晩・稀 ・少」 政策iiが打ち出
された。1978年には、 第五回全国人民代表大会で 「晩・ 稀・少」政策は初めて憲法に組み
込まれ、法制化された。 1978年 10月、中国中央政府は 「晩・稀 ・少J政策の内実を見直
し、 「晩婚年齢」 （政府が推奨する初婚年齢）は、 女性が 23歳、 男性が25歳であること
が規定された。一組の夫婦は一人っ子が一番よい、多くても 2人までとされ、続けて子ど
もを生む聞の間隔は3年以上が必要であった （朱2010:8）。 このように 「一人っ子政策」
は、前身の「晩・稀 ・少」政策を中心として「計画生育」は形成されていった。実際に中
国全国の人口自然増加率は 1970年の 25.83%。から 1980年には 11.87%。にまで減少した
（挑・ 7升 1994）。
2.2.2 1980年－1984年「一人っ子政策」の強化階段
1980年の第五回全国人民代表大会第三次会議を開いた後、 「一人っ子政策」 は中国全国
で本格的に展開された。1982年の年末に、中国憲法第 25条には「夫婦双方とも計画出産
を実行する義務を負う」と明確に記載された。こ うして 「一人っ子」政策が中国の国家基
本政策となったのである。具体的な政策は各地方の政府の「人口と計画生育条例」 を基準
とする。基本的内容は、子どもを一人産んで、からすぐ不妊手術を受ける家庭に「一人っ子
証明Jが発行され、この証明により産休の延長や住宅手当などにおいて優遇される。 「一
人っ子政策」に違反する場合、多額の罰金が課される （王亜新 2009）。全国レベルで見る
と、 「一人っ子政策」は主に都市部と漢民族を中心として実施された。
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ところが、経済的要因、文化的要因及び「一人っ子政策」を実施時の政府の方法により、
当時の農村地域において「一人っ子政策」を実施することが難しくなった。
この時期の人口の自然増加率は下降ではなく 、上昇傾向になった。1980年の 11.87%。か
ら1985年には14.26%。に増加した。これに伴い全国の出生率も 1980年の 18.21%。から 1985
年には21.04%。に増加した（王亜新2009）。
2.2.3 1984年以降 「一人っ子政策」の安定と調整段階
「一人っ子政策j は中国の都市部においては穏やかに浸透していったが、農村部にはな
かなか浸透しなかった。中国の農村部では伝統的思想である「男尊女卑」の考えがあり 、
実際に、家族内の私的財産（たとえば農地、住宅など）の相続は男子が優遇される。また、
農村部の福祉水準は低く、公的扶養より、家族養老の方が一般的である。このため、農村
部においては「男児がほししリという要望が非常に強い。農村地域の実情を考慮して、 1984
年と 1988年の二回にわたり中国中央政府は「一人っ子政策」の規定を調整した。 1988年
に公表された「計画生育工作報告要綱」により 、 「一人っ子政策」の内容は明確に示され
た。 内容は以下のようなものである。
晩婚晩産、少生優生を提唱する。一組の夫婦が持てる子どもの数は一人のみであ
ると提唱する。都市部の住民は、特別な状況以外、一組の夫婦は一人の子どものみ
出産を認める。農村部の住民は、困難な状況にありどうしても次子がほしい場合は、
当地の政府が許可した後、長子を産んだ何年間後、次子を産むことができる。しか
し、いかなる場合でも、第三子は禁止である。少数民族に対しても計画生育を提唱
する。具体的な条例は当地の政府が当地の現状を鑑みて制作する。 （朱秀傑2010:
8) 
このように農村部の住民の現状を考慮して政策を修正したことにより、農村部の住民の
支持と理解を得ることができた。そして、このよ うな半強制の人口抑制政策が人口増加を
抑制することにつながった。
表2.2は 1980年～2010年中国全国の総人口と人口動態を表す。若林敬子 ・請海松 （2012)
は 1949年～2011年の中国全国の総人口、人口動態、推移を整理した。ここでは必要な部分
のみ抜粋する。
表 2.2 総人口・人口動態の推移 (1980～2010年）
（単位：万人、%。）
年 総人口 出生率 死亡率 人口自然増加率
1980 98,705 18.21 6.34 11.87 
1985 105,851 21.04 6.78 14.26 
1990 114,333 21.06 6.67 14.39 
1995 121,121 17.12 6.57 10.55 
2000 126,743 14.03 6.45 7.58 
2005 130,756 12.4 6.51 5.89 
2010 134,091 11.9 7.11 4.79 
出典：若林敬子 ・清海松， 「中国人口問題の年譜と統計 1949～2012年 J , (2012:116）より作成。
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ところが、実際には、農村地域の世帯は罰金を支払い、子どもを二人以上持つケースが
非常に多かったため、 90年代に入ってからは、 「一人っ子政策」の実施は中国の農村地域
で深刻な問題になった。
2.2.4「一人っ子政策」の地域的差異
2001年には「中華人民共和国人口与計画生育法」が実施された。2002年から、各省・
市は本地域の「人口と計画生育条例」を修正した。産める子どもの数と次子を産む条件は
詳細に規定された。
朱秀傑（2010）の研究によると、現在中国の農村地域で行われている「一人っ子政策」
は、 「産める子どもの数」と「次子を産める条件」が地域により三種類に分けられている。
具体的な内容は以下のとおりである。
1、1組の夫婦は子どもを一人だけ産むことができる。 （状況 1)
2、以下のいずれかの条件に当てはまる場合、次子を産むことができる。 （状況 2)
・夫婦のいずれか一方が一人っ子の場合。
－夫婦のいずれか一方が一人っ子の場合、長子を産んでから何年か経た0
・長子が女の子で、長子を産んでから何年か経た。
・夫が婿入りで、妻の両親を扶養する場合。
－夫婦両方が人口一千万以下の少数民族の場合。
3、1組の夫婦は子どもを二人産むことができる。 （状況 3)
政策の地域的差異が表2.3のように表す。
表 2.3 実施する 「一人っ子政策Jの地域的差異
政策の種類 省・直轄市・自治区
状況 1 上海、北京、天津、江蘇、四川｜、重慶
状況2
江西、広東、安徽、河南、広西、湖北、湖南、映西、福建、甘
粛、河北、山東、斯江、 山西、遼寧、吉林、黒竜江、貴州、｜
状況3 新彊、青海、内モンゴ、／レ、寧夏、海南、チベット
注 ：チベッ トのチベット族の農民と牧畜民は 「一人っ子政策」 に適応していない。
出典朱秀傑， 「計画生育政策与出生性別比関係的重新解読社会性別的視角J, (2010：・10）より作成。
省数
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省問の分布から見ると、状況 1を実施する多くの省は経済が発達している東部地域に属
する（東部、中部、西部地域の区分は第 4章にて後述する） 。状況 2を実施する省は基本
的に人口が多く、経済が発展している中部地域に属する。状況 3を実施する省は基本的に
少数民族が多い、経済が発展していない西部地域に属する。第4章にて後述するが、 CFPS
のデータを利用して、きょうだい数と地域のクロス表を作成し、この政策の効果を考察し
た。きょうだい数の分布は概ねこの政策の分布と 一致している。つまり、西部地域に近い
ほど、きょうだい数が多くなるということである。
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2.3 1999年からの「高等教育改革」
続いて、中国の高等教育改革に関して、その変遷と教育の現状を概観していく。
1999年、教育部は《21世紀に向けた教育振興行動計画》を公表した。新たな高等教育体l
制改革が始まる。計画の目標は、 2010年に高等教育の「粗就学率Jivを15%に到達させる、
というものである。 実際には、高等教育機関の規模の拡大スピードが速く、 2002年に目標
が達成された。
1999年から 2010年まで、 12年にわたる努力を経て、中国の高等教育は飛躍的な発展を
遂げた。 2010年、高等教育を受ける総人口は 3000万人に達する。全国の高等教育機関数
(4年制本科大学と 2年制専科大学）は 1999年の 7,250校から、 2010年には 19,004校に
増加している。高等教育の新入生人数は 1998年の 108万人から 2010年には約 662万人に
増加している。高等教育の粗就学率は 2002年に 15%に到達した。中国の高等教育はエリー
ト段階からマス段階に変わった。2010年に、総就学率は30.4%に達する（羅2005；李2013）。
なお、 2003年当時、新入生の 50%以上は農村戸籍を持つ学生で、あり、新入生の中に、農
業戸籍を持つ学生の比率は初めて非農業戸籍を持つ学生の比率を超えた （荷2006）。
このような高等教育規模の急速な拡大によって、大卒の身分は“希少なエリート”から
“高学歴を持つ人”に変わった。就職する際、高学歴は今やもう有利ではなくなった。高
い能力と高い技能を身につけた学生が優位に立てる。それとともに、毎年、膨大な高等教
育の学生が卒業するため、2006年から、就職難は著しくなり、社会問題となった（李 2013）。
この章では、中国の戸籍制度、人口政策と高等教育改革について述べた。戸籍制度と人
口政策は中国の特有の制度として、中国社会の様々な面に影響を与える。第三章では、戸
籍制度に基づいて、中国の教育期待の先行研究をまとめる。そして、先行研究を踏まえて、
親の教育期待に影響を与える要因だと考えられる、きょうだい構成と地域的差異の影響を
検証する。
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第 3章先行研究及び仮説
第 1章と第2章では、中国における教育格差と中国の制度・政策の変遷について述べた。
第 3章では、子どもに対する親の教育期待について、中国国内の先行研究を概観し、先行
研究をふまえた上で、本研究の仮説を立てていく。
子どもに対する親の教育期待について、 中国国内ではさまざまな角度から検証されてい
る。先行研究では主に、第 2章で述べた中国特有の制度・政策である「戸籍制度」や「一
人っ子政策」との関連や、親の学歴や収入といった属性と親の教育期待との関連が論じら
れてきた。 3.1では主に中国国内で行われてきた先行研究を概観していく。また、中国の先
行研究だけでは不十分で、あると思われる要因に関しては、一部日本の先行研究を合わせて
参照していく。
さらに、 中国の先行研究では検討されていない要因について、日本の先行研究を参照し
てし、く。 中国の先行研究を基本と しながら、必要に応じて日本の先行研究を用い、子ども
への教育期待にどのような要因が影響を与えるのかをみてし、く。
3.1子どもへの教育期待に関する先行研究
ここでは、主に中国の先行研究を参照し、中国国内では子どもへの教育期待にどのよ う
な要因が影響を及ぼすといわれてきたのかを概観してし、く。3.1.5では、日本の先行研究を
参照し、中国国内では議論されていない要因に関してもみていく。
3.1.1 戸籍制度と子どもへの教育期待
中国の都市部と農村部の間の両親の子どもへの教育期待についての実証研究は、現在ま
であまり行われていないのが現状である。全国レベルのデータでも子どもに関する教育期
待の項目は含まれておらず、 先行研究に関しても、 研究者が行った独自の調査によって、
ひとつの都市や農村地域を対象として分析されているものが多い。また、両親の教育期待
についての先行研究の多くが、都市部と農村部で焦点、が異なっている。農村部での研究は、
基本的に両親の子どもへの教育期待自体に注目したものが多い （劉・ 刈 2010；肖 2011）。
それに対して、都市部の研究は、両親の子どもへの教育期待と子どもの教育アスピレーシ
ヨンとの関連について注目 しているものが多い（萎 ・張2010；王・吋2014）。
都市部と農村部の聞の親の教育期待を比較する際、基本的には親の教育期待自体の都市
部と農村部の差異に注目している。たとえば、許敏（1999）は大連市とその近郊農村地域
のS鎮の親の教育期待を比較した（N=600）。許は高等教育を 2年制専科大学、一般4年
制本科大学、名門 4年制本科大学という 3つのカテゴリー に分け、親の教育期待における
都市部と農村部の差異を検討している。この分析によれば、農村部の親の 70%以上は子ど
もに 2年制専科大学以上への進学を希望し、それに対して、都市部の親の 70%以上は子ど
もに名門4年制本科大学への進学を希望していた。中国全体の大学への進学率はわずか4%
であり、親の子どもへの教育期待がし、かに大きし、かということがわかる。
高等教育改革が進んだ 2010年には、朱克良 （2010）が海南省で質問紙調査を実施し、
都市部と農村部の親の子どもへの教育期待の差異を研究した （N=200）。結果、都市部と
農村部の聞には子どもへの教育期待に有意な差がないとし、さらには農業戸籍と非農業戸
籍の間でも子どもへの教育期待は有意な差がないとされた。 （朱克良 2010:153）この結果
について、朱は海南省の義務教育の一般化に伴って、政府の教育への財政支援も足りるか
らであると解釈した （朱克良 2010:153）。
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3.1.2 子どもの性別と子どもへの教育期待
中国の親の教育期待における性別の差異については、特に都市部と農村部間の違いに着
目している。たとえば、安雪慧（2005）は甘粛省農村部で質問紙調査を利用して、親の教
育期待と子どもの成績の性別差異を分析している（N=2000）。安の分析によれば、親の教
育期待は子どもの性別によって差異があるとし、また、男の子より女の子の方は成績が優
秀であったということを明らかにした。
劉守義（2010）は河北省の農村部において質問紙調査を行い、特に子どもが多い家庭に
着目 し、親の教育期待の性別差異を考察している。子どもの数が少ない家庭では、親の教
育期待の性別差異はなかったが、子どもの数が多い家庭では、子どもの性別によって親の
教育期待が変化していることを明らかにした。
都市部についての先行研究（楊 2001；王甫勤 2014）では、いずれの調査年度にしても、
両親の子どもへの教育期待に性別による差異はなかったとされている。たとえば、楊春華
(2001）は中国のウルムチ市と長春市で、質問紙調査を行って、都市部の親の教育期待を研
究した。楊は、 「（親の）学歴別に見ると、し、かなる学歴を有する父親についても、子ど
もへの教育アスピレーションには性差が存在しなしリ （楊 2001:62）と述べている。つま
り、中国の都市部では、高等教育への進学について、女の子は男の子と同じように両親に
高く期待されていると言える。
3.1.3親の学歴と子どもへの教育期待
続いて、子どもに対する親の教育期待と親の学歴との先行研究をみてし、く。
中国国内での子どもへの教育期待に関する研究は 1990年代に始まった。董津飛ら（1994)
は、 1994年、中国全土を対象とした質問紙調査を実施し、子供に対する親の教育期待を分
析した。回答者の選出方法は、都市部・農村部を含む 5つの省から 11地域を選び、その
11の地域から中学生、合計 1600人を選出した。実際の調査では選出された中学生に加え、
彼らの親にも回答をしてもらっている。この調査から、 「親の学歴が高いほど、子供に対
する親の教育期待も高くなる」（董ほか編 1996:19）ことがわかった。董らの研究の後も、
親の学歴と子どもに対する教育期待の関連について、今日まで多くの研究がなされてきた。
先行研究の多くが前述した研究と同様、親の学歴が高いほど、子どもに対する親の教育期
待も高くなると指摘している（許 1999；馬2010）。呉愈暁（2013）は親の学歴と子どもへ
の教育期待の関連に関して、以下のように述べている。
高学歴な両親は子どもによりよい文化資本、文化環境を提供することができ、子
どもに良質な学習環境を与えることができる。これが子どもの学力向上と高等教育
進学へのアスピレー ショ ンを高めることにつながっており、 子どもの学歴達成に影
響を与える一因である。 （呉2013:3) 
都市部の先行研究に対して、農村部の先行研究でも前述した研究と概ね同様の傾向を示
している（許 1999）が、農村部と都市部では異なる点もある。劉守義（2009）は河北省の
農村部において農村部の母親を対象とした質問紙調査を行い、子どもへの教育期待を考察
した。子どもに対する教育期待と、なぜ子どもに高学歴を獲得させたいのか、という質問
と母親の学歴との関連を考察している。分析では以下の 2点を明らかにしている。
－母親の学歴が低いほど、 「農村を離れ、大学に進学し、都市で働いてほししリと考える0
・母親の学歴が高いほど、 「子どもの学歴は将来、子どもに対して必要なものであるJと
考える。つま り、母親の学歴が高いほど、 子どもへの教育期待も高く なる。
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この研究で注目すべきなのは低学歴の母親である。 2点目の知見から、農村部においても
都市部の先行研究と同様に、高学歴の母親は子どもへの教育期待も高く、 学歴を重要視し
ていることがわかる。 一方、低学歴の母親は子どもの学歴をそれほど重要視せず、子ども
への教育期待も低いということが予測される。 しかし、 1点目の知見では、学歴が低いほど
子どもを農村地域から離れさせたいと考えているという。つまり、農村部の低学歴の母親
は、農村部に住み、農村戸籍によってもたらされる不利益を理解しており、子どもに都市
戸籍を獲得させたいと考えているのではないか。しかし、本人の学歴が低く、学歴を獲得
することの意味を理解していないため、学歴を重要視していない、という今回のような結
果が出たのではないだろうか。その点においては、中国農村部特有の結果であると思われ
る。
3.1.4世帯の収入と子どもへの教育期待
続いて、世帯収入と子どもへの教育期待に関する先行研究を概観してし、く。中国におけ
る世帯収入と両親の教育期待についての先行研究は、そのほとんどが都市部で行われたも
のであり、農村部での研究はわずかである。まず、中国都市部における子どもへの教育期
待についての先行研究を見てし、く。
馬芳芳（2011）は漸江省慈渓市において質問紙を用いた調査を行い、自身の子どもに望
む学歴について分析している。この調査から「経済資本を多く所有している親ほど、子ど
もにランクの高い大学への進学を期待する」（馬2011:279）という ことが明らかになった。
萎星海（2001）は北京市内の中学生の子供をもっ親に対して、質問紙を用いた調査を行い、
親の教育期待に関する分析を行った。分析の結果、世帯収入と親の教育期待には関連がな
いことが明らかになった。これは、 北京市の状況が中国の他の地域とは大きく異なるため
である。北京市は他の地域より特に経済的に発達している都市であり、高等教育機関数も
中国国内で最も多い。そのため、市内に様々なレベノレの高等教育機関があり、進学の選択
肢もさまざまである。つまり、世帯収入が低くても進学することができる高等教育機関が
あり、このことにより、世帯収入と教育期待との関連が見られなかったのではと思われる。
農村部における子どもへの教育期待に関しては、許敏（1999）が大連市の農村地域にお
いて行った調査研究が挙げられる。許によれば、子どもへの教育期待に関して大連市にお
いても前述した馬（2011）と同様の傾向を示していたとしている。このように農村部であ
っても、都市部と同じように、 世帯収入は親の子どもへの教育期待に正の影響を与えてい
る。
以上の中国における先行研究を総括すると、経済的条件が豊かな家庭の両親は子どもへ
の教育投資が高く、子どもに対して高い教育期待を持っている、という ことになる。また、
この傾向は農村部であっても同様である。
3.1.5きょうだい構成と子どもへの教育期待
続いて、きょうだいに関する影響を、中国の先行研究とともに日本の先行研究も参照し
ながら、みていく。
まず、きょうだい数と子供への教育期待の関連についてみてし、く。片瀬一男（2005）は
東北大学教育文化研究会の宮城県で、行った「教育と社会に対する高校生の意識調査jの 1986
年度、 1994年度、 1999年度のデータを利用して、きょうだい数と父親の教育期待の関係を
検討している。片瀬は「男子高校生に対する父親の教育期待は、きょうだい数による格差
を縮小させる傾向を見せているといえよう」 （片瀬 2005:101)と述べている。女子高校生
については、片瀬は次のように述べている。 「女子高校生に対する教育期待は、父親では
16 
きょうだい数による格差の拡大が比較的明瞭に見られる様になったことになる」 （片瀬
2005: 101) 
では、このように、男子高校生と女子高校生で、きょうだい数による父親の教育期待は
相反する傾向が起こる理由について片瀬は以下のように述べている。
高学歴化とそれに伴う教育費の高騰のもとで、親が教育期待を性別によって傾斜
的に分配し始めたことである。すなわち、男子についてはきょうだい数に関わりな
く等しい教育期待をかけるのに対して、女子に対してはきょうだい数によって教育
期待を調整し始めた可能性が考えられる。 （片瀬2005:103) 
中国国内では、特に 2000年以降、社会学の発展にともない、全国レベルの社会総合調査
が盛んに行われ、中国の研究者はそうしたデータを使用し、家庭内部の構成とこどもへの
教育期待の関連を研究した。特に、中国特有の「一人っ子政策」に着目し、 一人っ子家庭
と非一人っ子家庭聞の比較について、多くの研究者が関心を持っている。
中国の都市部に置いて、羅凌雲・風笑天（2001）は河北省内の 3つの都市の小学生と中
学生の親を対象とし、一人っ子家庭と非一人っ子家庭の親の教育期待の差異を検討してい
る。一人っ子家庭の親の教育期待を調べたところ、 66.7%が4年制本科大学以上を希望して
いた。さらに、 44.4%の親は大学院以上の学歴を希望していた。それに対して、非一人っ子
家庭の親は、大学以上の学歴を希望しているのは39.2%にとどまった。また、2年制専科大
学以上の学歴を希望したのは 79.7%であった（羅・風 2001:14）。このことから非一人っ
子家庭の親の教育期待は一人っ子家庭の親の教育期待に比べて、低いことがわかる。
農村部においても一人っ子／非一人っ子家庭に着目した研究がなされている。劉守義
(2010）は河北省の農村部に質問紙調査を行い、一人っ子家庭と非一人っ子家庭の親の教
育期待を比較した。劉は、 「農村部における非一人っ子家庭の親の子供への教育期待は普
遍的に一人っ子家庭の親の教育期待より高い」 （劉・劉 2010:57）と述べており、興味深
いことに、中国農村部の親の教育期待は都市部と逆になるという結果であった。
なぜこのようなことが起きているのだろうか。劉は次のように述べている。
農村部の親は基本的に自分のこどもを教育達成によって農村部から離れさせ、都
市部で就職させたいと願っている。都市部の生活環境が農村部より良く、子ども自
身のためにもなると考えているためである。また他方では、子どもが都市部でいい
職に就くことで、将来自分を養ってほしいとも考えている。 （劉2010:58) 
日本の先行研究にはきょうだい数以外にも、き ょうだい構成の視点から親の子供への教
育期待を研究したものがある。片瀬一男（2005）は「教育と社会に対する高校生の意識調
査」の 1986年度、 1994年度、 1999年度のデータを利用して、きょうだいの出生順位と親
の教育期待の関係を検討している。片瀬は高校生の出生順位を長子と非長子二種類に分け
て、男女別で分析した。1999年度では、父親の子どもに対する教育期待について、男子高
校生では長子と非長子の聞に差異はほとんど見られなかった｛それに対して、女子高校生
では出生順位による教育期待の格差が拡大していると述べている。 また、母の教育期待の
傾向も父親と同じであることがわかっている（片瀬 2005:111）。
日本の先行研究において、きょうだい構成と親の子供への教育期待の関連の研究は相当
に積み重ねられている。それに対して、中国の先行研究は、 「一人っ子政策」の影響から、
きょうだいの構成よりもきょうだい数と親の教育期待の聞の関連に着目 した研究が多い。
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そのため、きょうだい構成と親の教育期待についての先行研究まだ少ないのが現状である。
中国の伝統的意識の中に、特に農村部において、女子より男子を重視する傾向がある。し
かし現在の中国の農村部では、男児と女児比率が不均衡であり、女児の比率が高くなって
いる（この点に関しては、 4章で詳しく後述する） 。中国の農村部の世帯の収入も都市部よ
り少ないため、つまり、親は教育投資をするとき、すべての子どもに平等に教育投資する
わけではないと考える。男の子を重視するという中国の伝統意識がある一方で、 現実には
女の子が増えている。こうした中国の現状下において、親の教育期待はどのような要因の
影響を受けているのだろうか。
3.2仮説の設定
3.1でみたように、中国における子どもの教育期待に関する先行研究では、学歴や世帯収
入、子どもの性別、自身の所有する戸籍、子どもの数などが影響を与えるとされていた。
しかし、第1章や3.1.5で見た先行研究のように、きょうだい構成や地域の影響などは中国
国内では詳しく研究されていないのが現状である。そこで、本研究では、この点を補うた
めに仮説を立て、分析を行ってし、く。
まず、第1章で前述したように、現在の中国において、西部地域と東部地域の聞には教
育格差が存在している。居住地域の影響は個人の教育達成を大きく左右する要因になって
いることがすでに先行研究において示されている。それでは、中国の中に存在している地
域における教育格差は親の教育期待においてはどのような影響を与えるのだろうか。居住
地域による親の教育期待への影響を明らかにしていきたい。
二点目は、中国の先行研究は基本的にきょうだい数と親の子どもに対する教育期待の関
係を検討しているが、きょうだい構成の影響については未だに検討されていない。第1章
でみた、中国の教育達成に関する先行研究の中で、 「資源希釈理論」と 「選択的投資仮説」
が親の教育投資に適応されることがわかっている。つまり、中国においても親が子どもの
性別ときょうだい構成により子どもに選択的教育投資を行っているものと考えられる。そ
こで、中国における非一人っ子世帯の中で、きょうだい構成は親の子どもに対する教育期
待に影響を与えるかどうかについて検討したい。 「資源希釈理論」と「選択的投資仮説」
は中国の親の子どもに対する教育期待にも適応できるかどうかを検討していきたい。
また、第 1章で前述したよ うに、中国のきょうだい構成に関する先行研究の中に、 すで
に親の教育投資が男児に偏る傾向があることがわかっている。つまり、男きょうだいがい
ることは女児の学歴達成に負の影響を与えている。逆に、女きょうだいがし、ることが男児
の学歴達成に正の影響を与えるという こともわかっている（張ほか編 2013:51)。それで、
は、親の子供への教育期待でも同じように子どもの性別による差異があるのだろうか。男
きょうだいと女きょうだいの存在は親の子どもへの教育期待にどのような影響を与えるの
だろうか。
この先行研究に加えて、中国の伝統的意識の中に 「男女不平等」という意識が根付いて
いることを考慮すると、中国の家庭では、男児を重要視していることがわかる。つまり、
家庭内に男きょうだいがいることは、男児であっても女児であっても親の教育期待に影響
を与えることが予測される。 それでは、女きょうだいはどうであろうか。家庭内で男児が
重要視されていることから、男児の場合、教育期待は女きょうだいの存在の影響を受けな
い、ということが予測される。女児の場合は「資源希釈理論」を合わせて考えると、きょ
うだいが多い方が、親の教育期待も低下するのではと考えられる。つまり、 女児は男き ょ
うだいも女きょうだいも両方の影響を受けるのではないだろうか。
以上のような点をふまえて、以下の 3点の仮説を立て、分析を行っていく。
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仮説 1
居住地域が西部地域に近いほど、親の子どもへの教育期待は低くなる。
仮説 2
・2.1：男児の場合、男きょうだいがし、る場合は、男きょうだいがし、ない場合と比較して親
の教育期待が低下する。
・ 2.2：女児の場合、男女問わずきょうだいがいる場合は、男女問わずきょうだいがいない
場合と比較して親の教育期待が低下する。
分析では先行研究で述べられていた要因に加えて、きょうだい構成と地域の影響を見て
いきたい。続く第 4章では、データの説明と変数加工の過程を記述し、第 5章で分析を行
っていく。
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第4章使用データの説明と変数の加工
分析に入る前に使用データの説明と変数の加工について述べておく。4.1では使用データ
とサンプリング方法、対象者の選定について説明する。4.2では変数の加工と、各変数の分
布を確認し、データの全体像を捉えてして。
4.1使用データとサンプリング方法、対象者の選定
4.1.1使用するデータについて
CFPS調査（ChinaFamily Panel Studies）は北京大学の中国社会科学調査センター
(ISSS）によって 2010年から行なわれている全国的、連続的、総合的パネル社会調査で、
ある。個人、家庭、コミュニティ 3つのレベルから連続した情報を集めて、中国社会、経
済、人口、教育と健康の変化過程を反映することを狙い、学術研究と公共政策分析に基礎
データを提供している。
CFPS調査は2007年から事前調査を行なっている。2008年と 2009年の二年間で北京市、
上海市と広東省の 2,400戸の家庭を対象に事前調査を行い、 2010年には中国全土を対象と
して、 25個の省、自治区、直轄市の中で第一期の調査が始まった。19,986世帯を抽出し、
その内調査することができたのは 14,960世帯であり、 42,950人（成年 33,600人、未成年
8,990人）に訪問調査を行った。その後も、この 42,950人には継続的に調査を行っている。
現在までに、 2010年、 2011年、 2012年の三期の調査データを公表している。
データ自体は層化多段抽出によって抽出されている。調査対象者の抽出には、広東省・
甘粛省・遼寧省・河南省の4つの省、上海市、その他20省という 3つの地域ごとに三段階
に分けて行われる。V （表 4.1. 1) 
－第一段階
①広東省、甘粛省、遼寧省と河南省4つの省
省ごとに 16区・県（日本で言う「市・郡」）抽出する、合計64区・県抽出した。
②上海市
32街道・郷鎮（日本で言う 「町」）を抽出した。
③ほかの 20省
省ごとに4区・県抽出する、合計で80区・県抽出した。
－第二段階
①広東省、甘粛省、遼寧省と河南省の 4つの省
64区・県の中から 256の村・居（日本で言う「村」）を抽出した。
②上海市
32街道・郷鎮の中から、 I街道・郷鎮につき 2村・居抽出。合計64村・居を抽出した。
③ほかの 20省
80区・県の中から、 l区・県につき 4村・居抽出、合計320村・居を抽出した。
ここまで合計640村・居である。
－第三段階
第二段階の 640村・居から、村・居につき 28世帯から 42世帯をランダムで抽出して、
最終的に 14,960世帯を抽出した。
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表 4.1.1地域ごとのサンプリング内訳
段階
広東省、甘粛省、遼
上海市 ほかの 20省 合計
寧省、河南省
第一段階
4*16区・県＝64個区
32街道・郷鎮 80区・県
144区・県＋32個
・県 街道・郷鎮
第二段階 64*4村・居
32ヰ2村・居＝6480叫村・居＝320
640村・居
村・居 村・居
第コ段階 640牢［28～42］世帯 19986世帯
本研究は2010年度第一期のデータを使用する。本研究では、未成年項目中の親の教育期
待についての質問と家庭メンバ一項目中の家族に関する質問、そして成人項目中のきょう
だし、数に関する質問を使用する。
4.1.2サンプルの設定について
CFPS調査の未成年項目は、保護者への質問と子ども自身への質問の二つの質問に分か
れている。注意しなければならないのは、未成年項目を回答しているのは、子ども本人で
はなく、親（もしくは家族）であるという点である。本研究の従属変数は未成年項目中の
「自分の子供に将来どの程度の学歴が望ましいか」という保護者への質問に基づいて作成
した。この質問は年齢が偶数である未成年の親が回答した質問のため、今回の分析対象者
は、偶数歳の未成年の親である。今回、分析対象は父親また母親いずれの一方のみ限定す
る。分析対象者の人数は以下のとおりである。
・男児を持つ親農村部N=1275、都市部N=367
・女児を持つ親農村部N=1187、都市部N=317
4.1.3都市部と農村部の区分について
中国における都市部と農村部を区分する方法については様々な議論があるが、主に 3つ
の方法によって区分されている。一つ目は中国の行政区画による区分であり、 二つ目は居
住地が街道居委会に属するか、それとも村委員会に属するか、という区分である。三つ目
は戸籍による区分である。本研究では未成年者が現在所有している戸籍によって都市部と
農村部を区分している。この区分は、未成年項目の「この子どもは現在どのような種類の
戸籍を持っているか」という質問を元にして都市部と農村部を分けている。戸籍と出生地
域の違いについては、未成年項目の「現在、子どもの戸籍所在地と出生地域は同じところ
ですかJという質問から、出生した後、地域移動を行った子どもの比率は少ないことがわ
かる（「同じではなしリと答えた比率は 12.65%にとどまっている） 。このため、今回の研
究では戸籍と出生地域は同じところとみなすこととし、出生地域の指標として戸籍という
変数を使用する。
4.2変数の加工及び説明
4.2.1子どもへの教育期待
本研究では、親の子どもへの教育期待を従属変数としている。この変数に関しては、未
成年項目の中の保護者への質問部分の「将来自分の子供にどの程度の学歴が望まししゅリ
としづ質問に基づいて作成した。この質問では、 「学歴は必要なしリを 9、 「小学校」を 2、
「中学校」を 3、 「高校」を 4、 「2年制専科大学」を 5、 「4年制本科大学」を 6、 「修士J
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を 7、 「博士j を8、 「分からなしリを－1、 「回答を断る」を 2としていた。分析に用
いるため、筆者は以上の学歴カテゴリーを教育年数に変換した後、対応の教育カテゴリー
に名前をつけた。もとの「修士」と「博士」の二つのカテゴリーについては、筆者が新た
に「大学院」というカテゴリーを作成し、統合した。
本稿はきょうだい構造が親の教育期待にどのような影響をあたえるかを解明するため、
子どもの性別によって分けて分析した。度数分布を確認した後、クロス集計表によって、
各変数の都市部と農村部の差異を説明してし、く。
度数分布は表4.2.1.1と表4.2.1.2である。
表 4.2.1.1子どもへの教育期待（男児）
親の教育期待 度数 ノミ一セント 有効パーセント 累積パーセント
小学校 14 0.9 0.9 0.9 
中学校 43 2.6 2.6 3.5 
高校 112 6.8 6.9 10.4 
2年制専科大学 90 5.5 5.5 15.9 
4年制本科大学 956 58.2 58.7 74.6 
大学院 413 25.2 25.4 100 
合計 1628 99.1 100 
システム欠損値 14 0.9 
合計 1642 100 
表4.2.1.2子どもへの教育期待 ，（女児）
親の教育期待 度数 ノf一セント 有効パーセント 累積パーセント
学歴が必要ない 3 0.2 0.2 0.2 
小学校 24 1.6 1.6 1.8 
中学校 62 4.1 4.1 6 
高校 116 7.7 7.8 13.7 
2年制専科大学 103 6.8 6.9 20.6 
4年制本科大学 817 54.3 54.6 75.3 
大学院 370 24.6 24.7 100 
合計 1495 99.4 100 
システム欠損値 9 0.6 
合計 1504 100 
親の教育期待の都市部と農村部の差異について、クロス表の表4.2.1.3と表4.2.1.4のよう
に表した。男児への教育期待は、戸籍を問わず、高学歴に集中している。異なるポイント
は、 4年制本科大学を望む農業戸籍を持つ男児の親の比率は非農業戸籍を持つ男児の親より、
約 10%多いという点である。大学院については、非農業戸籍を持つ男児の親が農業戸籍を
持つ男児の親より圧倒的に多いことがわかる。女児への教育期待の戸籍における差異は男
児への傾向とほぼ同様であるが、非農業戸籍をもっ女児の親と比べて、農業戸籍を持つ女
児の親の4年制本科大学以下の学歴への教育期待が高いといえる。
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表 4.2.1.3 戸籍における男児への教育期待
戸籍の種類
親の教育期待 農業戸籍 非農業戸籍 合計
小学校 11 3 14 
0.90% 0.80% 0.90% 
中学校 41 2 43 
3.20% 0.50% 2.60% 
高校 104 8 112 
8.20% 2.20% 6.90% 
2年制専科大学 80 10 90 
6.30% 2.70% 5.50% 
4年制本科大学 771 185 956 
61.00% 50.70% 58.70% 
大学院 256 157 413 
20.30% 43.00% 25.40% 
合計 1263 365 1628 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df二5,N=1628)=92.379 p<.001 
表 4.2.1.4 戸籍における女児への教育期待
戸籍の種類
親の教育期待 農業戸籍 非農業戸籍 合計
学歴が必要ない 3 。 3 
0.30% 0.00% 0.20% 
小学校 19 5 24 
1.60% 1.60% 1.60% 
中学校 62 。 62 
5.30% 0.00% 4.10% 
高校 114 2 116 
9.70% 0.60% 7.80% 
2年制専科大学 94 9 103 
8.00% 2.80% 6.90% 
4年制本科大学 656 161 817 
55.70% 50.80% 54.60% 
大学院 230 140 370 
19.50% 44.20% 24.70% 
合計 1178 317 1495 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df二6,N二1495）二115.789 p<.001 
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4.2.2世帯の年間収入
今回使用するデータは家庭項目の 「世帯の年間総収入」という変数である。この変数は
家庭項目データ中の各種類の収入を加算して加工したデータである。CFPS調査で測定され
ている世帯収入の詳細を、収入源によって列挙すると、①賃金による収入（給与、ボーナス
など）、②家庭の経営による収入（自営業、配当金など）、③財産による収入（農村部は土地を
賃貸しによる収入、都市部は部屋を賃貸しによる収入など）、④補助金と礼金による収入（礼
金、年金、政府からもらう補助金など）という 4種類の収入からなっている。
図4.2.2.1と図 4.2.2.3は男児をもっ世帯、女児を持つ世帯の「世帯の年間収入」をそれ
ぞれ示している。しかし、二つの変数は分布が偏っているため、新たな変数「対数化世帯
の年間収入Jを作成した。図4.2.2.2、図 4.2.2.4は新たな変数の分布を表している。 「対数
化世帯の年間収入」はより正規分布に近くなっている。
「世帯の年間収入」の中身を分析することによって、具体的に以下のことがわかった。
農村部の 69%の世帯は、年間収入 30,000人民元以下である。それに対して都市部で 30,000
人民元以下の年間収入であったのは、男児を持つ世帯の場合だ、と約 43.8%、女児を持つ世
帯の場合だと約 36.8%にとどまっている。このように、都市部と農村部の聞には経済的な
格差がはっきり見えられる。
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4.2.3親の教育年数
4.2.3.1父親の教育年数
先行研究では両親の教育年数と教育期待との関連が指摘されており、本研究でも説明変
数として扱う。CFPS調査の、家庭メンバ一項目中の「あなたが今まで達成した最終学歴は
何で、すか」という質問に基づいて作成した。父親の学歴（カテゴリー）とそれに基づいて
作成した父親の教育年数は、どちらも詳細に CFPS調査の中に掲載されている。父親の教
育年数の度数分布表は以下のとおりである（表 4.2.3.1と表 4.2.3.2）。教育年数 9年と 9
年以下（義務教育段階）の比率は 77.7%、12年と 12年以下（中等教育）の比率は91.4%、
12年以上の父親の比率は 10%未満である。女児の父親の教育年数と男児の父親の教育年数
の分布はほぼ同じであった。
都市部と農村部の差異について、クロス集計表を作成し、表 4.2.3.3と表 4.2.3.4のよう
に示した。男児の父親の学歴について見ると、農業戸籍をもっ男児の父親の学歴は高校以
下に集中していることがわかる。2年制専科大学以上の高学歴をもっ父親の比率はかなり少
ない。一方、非農業戸籍を持つ男児の父親の学歴は高校と高校以上の学歴に集中している。
また、女児の父親の学歴の分布は、基本的に男児の父親の学歴の分布と似ているといえる。
農業戸籍を持つ女児の父親の学歴は高校以下に、非農業戸籍を持つ女児の父親の学歴は中
学校と 4年制本科大学の聞に集中していることがわかる。
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表 4.2.3.1男児の父親の教育年数
父親の教育年数 度数 パーセント 有効パーセン ト 累積パーセント。 254 15.5 15.6 15.6 
3 115 7 7 22.6 
6 274 16.7 16.8 39.4 
8 66 4 4 43.4 
9 560 34.1 34.3 77.7 
11 15 0.9 0.9 78.6 
12 208 12.7 12.7 91.4 
14 26 1.6 1.6 93 
15 86 5.2 5.3 98.2 
16 26 1.6 1.6 99.8 
18 1 0.1 0.1 99.9 
19 2 0.1 0.1 100 
合計 1633 99.5 100 
システム欠損値 9 0.5 
合計 1642 100 
N=1633 
表 4.2.3.2女児の父親の教育年数
父親の教育年数 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント。 256 17 17.1 17.1 
3 119 7.9 8 25.1 
6 253 16.8 16.9 42 
8 76 5.1 5.1 47.1 
9 470 31.3 31.5 78.6 
11 9 0.6 0.6 79.2 
12 176 11.7 11.8 91 
14 22 1.5 1.5 92.4 
15 87 5.8 5.8 98.3 
16 19 1.3 1.3 99.5 
18 2 0.1 0.1 99.7 
19 4 0.3 0.3 99.9 
22 1 0.1 0.1 100 
合計 1494 99.3 100 
システム欠損値 10 0.7 
合計 1504 100 
N=1494 
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表 4.2.3.3 戸籍の種類別に見た父親の学歴（カテゴリー）の差異（男児）
戸籍の種類
父親の学歴 農業戸籍 非農業戸籍 合計
教育を受けてない 239 15 254 
18.80% 4.10% 15.60% 
小学校 367 22 389 
28.90% 6.00% 23.80% 
中学校 507 119 626 
40.00% 32.70% 38.30% 
高校 126 97 223 
9.90% 26.60% 13.70% 
2年制専科大学 23 64 87 
1.80% 17.60% 5.30% 
4年制本科大学 7 44 51 
0.60% 12.10% 3.10% 
修士 。 3 3 
0.00% 0.80% 0.20% 
合廿 1269 364 1633 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df= 6 ,N=1633)=326.338 pく.001
表 4.2.3.4戸籍の種類別に見た父親の学歴（カテゴリー）における差異（女児）
戸籍の種類
父長教育程度（粗槌） 農業戸籍 非農業戸籍 合計
教育を受けてない 248 8 256 
21.0% 2.6% 17.1% 
小学校 351 21 372 
29.7% 6.7% 24.9% 
中学校 449 97 546 
38.0% 31.1% 36.5% 
高校 101 84 185 
8.5% 26.9% 12.4% 
2年制専科大学 26 58 84 
2.2% 18.6% 5.6% 
4年制本科大学 7 37 44 
0.6% 11.9% 2.9% 
修士 。 6 6 
0.00% 1.9% 0.4% 
博士 。 1 1 
0.00% 0.3% 0.1% 
合i十 1182 312 1494 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df=7,N=1494）二422.539 p<.001 
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4.2.3.2母親の教育年数
母親の教育年数の加工の過程は父親の教育年数と同様である。
表 4.2.3.5と表 4.2.3.6は子どもの性別による母親の教育年数の度数分布である。男児の
母親の教育年数について、 9年と 9年以下（義務教育段階）の比率は 84.7%を占める。12
年以上（高等教育段階）教育年数を持つ母親の比率はわずか7%である。女児の母親の教育
年数の分布は男児の母親の教育年数とほぼ同じである。
表 4.2.3.7と表 4.2.3.8は母親の学歴（カテゴリー）を利用して、都市部と農業戸籍の差
異を説明した。母親の学歴（カテゴリー）の分布は基本的に父親の学歴（カテゴリー）の
分布と同じようになる。子どもの性別を問わず、農業戸籍を持つ子どもの母親の学歴（カ
テゴリー）は高校以下に集中する、それに対して、非農業戸籍を持つ子どもの母親の学歴
（カテゴリー）は中学校と 4年制本科大学の段階に集中する傾向がある。
表4.2.3.5男児の母親の教育年数
母親の教育年数 度数 ノξ一セント 有効パーセント 累積パーセント。 460 28 28.2 28.2 
3 128 7.8 7.9 36.1 
6 283 17.2 17.4 53.4 
8 76 4.6 4.7 58.1 
9 433 26.4 26.6 84.7 
11 8 0.5 0.5 85.2 
12 128 7.8 7.9 93 
14 31 1.9 1.9 94.9 
14 5 0.3 0.3 95.2 
15 59 3.6 3.6 98.8 
16 18 I.I I.I 99.9 
19 0.1 0.1 100 
合計 1630 99.3 100 
システム欠損値 12 0.7 
合計 1642 100 
N=1630 
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表4.2.3.6女児の母親の教育年数
母親の教育年数 度数 ノf一セント 有効パーセント 累積パーセント。 440 29.3 29.5 29.5 
3 138 9 . 2 9.2 38.7 
6 191 12.7 12.8 51.5 
8 70 4.7 4.7 56.2 
9 404 26.9 27.1 83.3 
11 8 0.5 0.5 83.8 
12 130 8.6 8.7 92.6 
14 30 2 2 94.2 
15 69 4.6 4.6 99.2 
16 10 0.7 0.7 99.9 
19 1 0.1 0.1 99.9 
22 1 0.1 0.1 100 
合計 1492 99.2 100 
システム欠損値 12 0.8 
合計 1504 100 
N=1492 
表4.2.3.7 戸籍の種類別に見た母親の学歴 （カテゴリー）における差異 （男児）
戸籍の種類
母親の学歴 農業戸籍 非農業戸籍 合計
教育を受けてない 441 19 460 
34.90% 5.20% 28.20% 
小学校 377 34 411 
29.80% 9.30% 25.20% 
中学校 379 130 509 
30.00% 35.40% 31.20% 
高校 55 81 136 
4.40% 22.10% 8.30% 
2年制専科大学 9 56 65 
0.70% 15.30% 4.00% 
4年制本科大学 2 46 48 
0.20% 12.50% 2.90% 
修士 。 1 1 
0.00% 0.30% 0.10% 
合計 1263 367 1630 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df=6,N二1630）二548.785 p<.001 
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表4.2.3.8 戸籍の種類別に見た母親の学歴（カテゴリー）における差異（女児）
戸籍の種類
母親の教育年数 農業戸籍 非農業戸籍 合計
教育を受けてない 431 9 440 
36.70% 2.80% 29.50% 
小学校 302 27 329 
25.70% 8.50% 22.10% 
中学校 370 104 474 
31.50% 32.80% 31.80% 
高校 55 83 138 
4.70% 26.20% 9.20% 
2年制専科大学 15 48 63 
1.30% 15.10% 4.20% 
4年制木科大学 2 44 46 
0.20% 13.90% 3.10% 
修士 。 1 1 
0.00% 0.;30% 0.10% 
博士 。 1 1 
0.00% 0.30% 0.10% 
合計 1175 317 1492 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df=7,N二1492）二528.585 pく.001
4.2.4戸籍
子どもの戸籍ダミー変数は未成年項目の「この子どもは現在どのような種類の戸籍を持
っているか」という質問を元にして作成した。この質問では、 「農業戸籍」を 1、 「非農業
戸籍」を 3、 「戸籍なし」を 5、 「非中国国籍」を 79、 「わからなしリを・1、 「非該当」を
・8としていた。今回のサンフ。ルに属する子どもの戸籍は、全て「農業戸籍」と「非農業戸
籍」 二つのカテゴリーに区分した。度数分布は表4.2.4.1と表4.2.4.2に示した。
分析に使用するため、戸籍を 2値として、戸籍ダミーという新しい変数を作った。非農
業戸籍を持つ親と比較して、農業戸籍を持つ親の教育期待がどのように異なっているのか
を検討するため、非農業戸籍を基準にしてダミーを作成した。具体的には、子どもの戸籍
が農業戸籍の場合は 1を、非農業戸籍の場合は 0と設定した。戸籍ダミーの度数分布表は
表4.2.4.3と表4.2.4.4のとおりである。
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表4.2.4.1男児の戸籍分布
戸籍の種類 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
農業戸籍 1275 77.6 77.6 77.6 
非農業戸籍 367 22.4 22.4 100 
合計 1642 100 100 
N=1642 
表 4.2.4.2女児の戸籍分布
戸籍の種類 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント一農業戸籍 1187 78.9 78.9 78.9 
非農業戸籍 317 21.1 21.1 100 
合計 1504 100 100 
N=1504 
??
???? ?? ?? ?? ?
表 4.2.4.3男児の戸籍ダミー
度数 パーセント 有効ノf一セント 累積パーセント
合計
1275 
367 
1642 
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
????
?
?
?
??
?
77.6 
100 
N=1642 
??
????
?
? ?
??
? ?
?
? ?
表 4.2.4.4女児の戸籍ダミー
度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
? ?? ? ＝??
1187 
317 
1504 
?
? ?
? ?
?
?
???
】??
?
? ?
??
?ゅ?
???
78.9 
100 
N=1504 
4.2.5子どもの出生地域
中国において、子どもの出生地域は親の子どもに対する教育期待に影響を与えるかどうか
を解明するため、今回の分析に投入することとした。
今回利用した中国の地域分類方法は 1986年に中国政府が定めた、経済発展レベルによっ
て中国大陸の各省を3つ地域に分ける方法である。現在の各省の所属は以下のようになる。
－東部地域：北京、天津、河北、遼寧、上海、江蘇、 i析江、福建、山東、広東、海南
・中部地域：山西、吉林、黒竜江、安徽、江西、河南、湖北、湖南
－西部地域 ：四川、重慶、貴州、雲南、チベット、快西、甘粛、青海、寧夏、新彊、
広西、内モンゴルvi
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今回、出身地域を表す変数は未成年項目の中の「現在、子どもの戸籍はどの省に属するかJ
としづ質問に基づいて作成した。この質問では、各省ごとに番号が付いており、 11から 65
までとしていた。筆者は以上に述べた分類方法によって、子どもの出身地域を 3つのカテ
ゴリーに分けた（表4.2.5.1と表4.2.5.2）。さらに、この 3つのカテゴリーに基づいて、東
部地域を基準にして、二つのダミー変数を作った。
①中部出生ダミー：子どもの出生地は中部地域に属する場合は 1、それ以外はO
②西部出生ダミー 子どもの出生地は西部地域に属する場合は 1、それ以外は0
表4.2.5. 1男児の出身地域
出身地域 度数 ノ守一セント 有効ノf一セント 累積パーセント
東部地域（基準） 632 38.5 38.7 38.7 
中部地域 512 31.2 31.4 70.1 
西部地域 488 29.7 29.9 100 
合計 1632 99.4 100 
システム欠損値 10 0.6 
合計 1642 100 
N=1623 
表4.2.5.2女児の出身地域
出身地域 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
東部地域（基準） 566 37.6 37.9 37.9 
中部地域 444 29.5 29.7 67.6 
西部地域 484 32.2 32.4 100 
合計 1494 99.3 100 
システム欠損値 10 0.7 
合計 1504 100 
N=1494 
4.2.6きょうだい構造
「資源希釈理論」と「選択的投資仮設」は中国において、親の子どもに対する教育期待に
影響を与えるかどうかを解明するため、男きょうだいダミー変数と女きょうだいダミーを
モデ、ルに投入する。加工の過程は以下のように行った。
CFPSデータの中に、きょうだい構成に関する質問がなかったが、このデータには世帯の
構成員についての情報が多く含まれている。筆者はまず世帯の構成員の中から、分析対象
となる子供本人を特定した。その後、 世帯内にいる本人以外の子どもの数、そしてそれぞ
れの性別を特定した。それに基づいて、男きょうだいダミーと女きょうだいダミーを作っ
た。
男きょうだし、ダミーと女きょうだいダミーは以下のように定義する。
①男きょうだし、ダミーは、男きょうだし、がいる場合は 1、いない場合は0。
②女きょうだいダミーは、女きょうだいがいる場合は 1、いない場合は0。
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度数分布表（表4.2.6.1と表4.2.6.2）から見ると、男児と女児両方ともにきょうだいがい
る割合が多いことがわかる。きょうだい数の都市部と農村部の差異について、クロス表の
表 4.2.6.3と表 4.2.6.4のように示した。都市部において、 一人っ子世帯の比率が圧倒的に
多いことがわかる。それに対して、農村部の一人っ子世帯の比率は少ないことがわかる。
具体的に、農村部の世帯の中で、男児の場合、きょうだし、数が0、つまり一人っ子世帯の比
率は27.8%、女児の場合、一人っ子世帯の比率は22%である。
表4.2.6.1きょうだい数（男児）
きょうだい数 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント。 629 38.3 38.3 38.3 
1 755 46 46 84.3 
2 204 12.4 12.4 96.7 
3 37 2.3 2.3 99 
4 7 0.4 0.4 99.4 
5 9 0.5 0.5 99.9 
6 1 0.1 0.1 100 
合計 1642 100 100 
N=1642 
表4.2.6.2きょうだし、数（女児）
きょうだい数 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント。 509 33.8 33.8 33.8 
1 705 46.9 46.9 80.7 
2 199 13.2 13.2 93.9 
3 58 3.9 3.9 97.8 
4 15 1 1 98.8 
5 15 1 1 99.8 
6 1 0.1 0.1 99.9 
8 2 0.1 0.1 100 
合計 1504 100 100 
N=1504 
34 
表 4.2.6.3きょうだい数の戸籍における差異（男児）
戸籍の種類
きょうだい数 農業戸籍 非農業戸籍 合計。 354 275 629 
27.80% 74.90% 38.30% 
1 674 81 755 
52.90% 22.10% 46.00% 
2 196 8 204 
15.40% 2.20% 12.40% 
3 35 2 37 
2.70% 0.50% 2.30% 
4 7 。 7 
0.50% 0.00% 0.40% 
5 8 1 9 
0.60% 0.30% 0.50% 
6 1 。 1 
0.10% 0.00% 0.10% 
合計 1275 367 1642 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2( df二6,N=1642)=273.267 p<.001 
35 
表 4.2.6.4きょうだい数の戸籍における差異（女児）
戸籍の種類
きょうだい数 農業戸籍 非農業戸籍 合計。 261 248 509 
22.00% 78.20% 33.80% 
1 642 63 705 
54.10% 19.90% 46.90% 
2 195 4 199 
16.40% 1.30% 13.20% 
3 58 。 58 
4.90% 0.00% 3.90% 
4 15 。 15 
1.30% 0.00% 1.00% 
5 13 2 15 
1.10% 0.60% 1.00% 
6 1 。 1 
0.10% 0.00% 0.10% 
8 2 。 2 
0.20% 0.00% 0.10% 
合計 1187 317 1504 
100.00% 100.00% 100.00% 
x2( df=7,N=l504)=360.665 pく.001
表4.2.6.5男きょうだいダミー（男児）
男きょうだいダミー 度数 パーセン ト 有効パーセント 累積パーセント
男きょうだいがいない（基準） 1531 93.2 93.2 93.2 
男きょうだいがいる 111 6.8 6.8 100 
合計 1642 100 100 
N=l642 
表 4.2.6.6女きょうだし、ダミー（男児）
女きょうだいダミー 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
女きょうだいがいない（基準） 633 38.6 38.6 38.6 
女きょうだいがいる 1009 61.4 61.4 100 
合計 1642 100 100 
N=l642 
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表4.2.6.7男きょうだいダミー（女児）
男きょうだいダミー 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
男きょうだいがいない（基準） 1304 86.7 86.7 86.7 
男きょうだいがいる 200 13.3 13.3 100 
合計 1504 100 100 
N=1504 
表 4.2.6.8女きょうだいダミー（女児）
女きょうだいダミー 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
女きょうだいがいなし、（基準） 511 34 34 34 
女きょうだいがいる 993 66 66 100 
合計 1504 100 100 
N=1504 
4.2.7きょうだい数と出身地域の関連
中国の「一人っ子政策」を各省で実施する際、各省の現状により、具体的な条例は異な
っていることを第 2章で述べた。 ここでは、きょうだい数×出身地域のクロス表を利用し
て、中国の各地域聞のきょうだい数の差異を実際に検討してし、く。
まず、きょうだい数を「一人っ子」、 「子ども 2人」、 「子ども 3人」、 「子ども 3人
以上」の 4つのカテゴリーに統合した。これを利用して、きょうだい数と出身地域のクロ
ス表を作成した。 （表4.2.7.1と表4.2.7.2)
表から、西部地域に近いほどきょうだいが多いことがわかる。男女別に見ると、東部地
域の男児の一人っ子比率は 45.3%である。それに対して、西部地域の場合、 一人っ子の比
率は 28.7%である。子ども 3人以上の比率について、東部地域は 1.9%、西部地域は 6.6%
である。女児のクロス表も男児と同様の傾向が見えるが、子ども 3人以上の比率は東部地
域 1.8%、西部地域は 13.6%ということがわかった。そして、男児と女児のカイ二乗値は両
方0.1%水準で、有意で、あり、きょうだい数と出身地域には関連があることは明らかである。
前述したように西部地域は、経済の発展が遅く、高等教育機関数が少ない、きょうだい
数が多い世帯の比率も東部地域より高い。この様々な負の要素は西部地域の親の子どもに
対する教育期待に影響を与えるのだろうか。続く第 5章では子どもに対する教育期待に何
が影響を与えているのか、統計的手法を用いて明らかにしてして。
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表 4.2.7.1きょうだい数×出身地域のクロス表（男児）
出身地域
きょうだし1数 東部地域 中部地域 西部地域 合計
一人子 286 199 140 625 
45.30% 38.90% 28.70% 38.30% 
子供2人 274 246 229 749 
43.40% 48.00% 46.90% 45.90% 
子供3人 60 57 87 204 
9.50% 11.10% 17.80% 12.50% 
子供3人以上 12 10 32 54 
1.90% 2.00% 6.60% 3.30% 
合計 632 512 488 1632 
100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df=6,N=1632)=59.935 p<.001 
表 4.2.7.2きょうだい数×出身地域のクロス表（女児）
出身地域
きょうだい数 東部地域 中部地域 西部地域 合計
一人子 228 154 122 504 
40.30% 34.70% 25.20% 33.70% 
子供2人 282 211 207 700 
49.80% 47.50% 42.80% 46.90% 
子供3人 46 64 89 199 
8.10% 14.40% 18.40% 13.30% 
子供3人以上 10 15 66 91 
1.80% 3.40% 13.60% 6.10% 
合計 566 444 484 1494 
100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 
x2(df=6,N=1494)=109. 7 49 pく.001
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第5章子どもへの教育期待に関する分析
5.1分析方法
本研究では、親の子どもに対する教育期待に出身地域ときょうだい構成の影響を解明する
ため、統計的手法を用いて分析を行ってし、く。第 4章にて前述したように、出身地域につ
いては、出身地域ダミー、きょうだし、構成については、男きょうだいダミー、女きょうだ
いダミーという変数を作成した。先行研究で関連があると指摘されてきた諸要因に加えて、
これらの変数を投入し、諸要因の影響を考慮、しても出身地域やきょうだい構成の影響があ
るのか検討していく。親の子どもに対する教育期待とそれぞれの説明変数の問に関連性が
あるかどうか、分析には重回帰分析を用い検討してし＼く。 （表5.1と表5.2)
分析で使用する変数は以下のとおりである。
従属変数：自分の子どもに望む学歴
説明変数：世帯の年間収入、父親の教育年数、母親の教育年数、戸籍ダミー
中部地域出身ダミー、西部地域出身ダミー
男きょうだいダミー、女きょうだいダミー
5.2男児について親の教育期待
．モデル1
先行研究で指摘されていた父親の教育年数、母親の教育年数、世帯の年間収入を説明変
数として、モデルに投入した。両親の教育年数は男児に対する教育期待に正の影響を与え
ていることが明らかになった。このモデ、ルで、は世帯の年間収入は統計的に有意で、はなかっ
た。計算式から見ると、父親の教育年数が 1年増えると男児への教育期待が 0.185年増え、
母親の教育年数が 1年増えると男児への教育期待が 0.183年増えることがわかった。
－モデル2
モデル 1に加えて、戸籍ダミー変数をモデ、ルに投入した。両親の教育年数の影響はやや
減り、世帯の年間収入は統計的に有意になり、正の影響を与えている。また、非農業戸籍
を基準にした戸籍ダミーは負の影響を与えている。つまり、農業戸籍を持つ男児の親の教
育期待は非農業戸籍を持つ男児の親の教育期待より低いと言える。
・モデル3
地域の影響を考察するため、東部地域を基準にした中部出身ダミーと西部出身ダミーを
モデ、ルに投入した。中部出身ダミーは有意で、はなかった。西部出身ダミーは 5%水準で、有意
であり、男児に対する親の教育期待に負の影響を与えることがわかった。つまり、西部地
域出身であれば親の教育期待は東部地域出身者よりも低くなる。
・モデル4
モデル 3に加えて、男きょうだいがし、るかどうかという、男きょうだいダミーを投入し
た。結果は、男きょうだいダミーは男児に対する親の教育期待に負の影響を与えることが
わかった。つまり、男きょうだし、がいない場合より男きょうだし、がいる場合において、男
児に対する親の教育期待は低下すると言える。
・モデル5
モデル 3に加えて、女きょうだいダミーを投入した。結果は、女きょうだいダミーは有
意で、はなかった。つまり、女きょうだいの有無は男児に対する親の教育期待に影響を及ぼ
さない。
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・モデル6
男きょうだいダミーと女きょうだいダミーを一括にモデノレに投入した。男きょうだいダ
ミーは0.1%水準で、有意で、あり、負の影響を与えることがわかる。女きょうだし、ダミーは有
意で、はなかった。つまり、男児に対する親の教育期待について、男きょうだいがいるかど
うかは影響を与えるが、女きょうだいがいるかどうかは影響を与えないことがわかった。
男児に対する親の教育期待をまとめると、以下のようになる。先行研究の中で検討されて
いた、世帯の年間収入と両親の教育年数、都市部と農村部の格差については、本研究でも
同様の結果が見られた。つまり、男児に対する親の教育期待には、世帯の年間収入と両親
の教育年数は両方正の影響を与え、戸籍ダミー変数は負の影響を与えている。本研究で新
たに解明したい二つの要因については、以下のことがわかった。出身地域について、中部
出身ダミーは有意で、はなかったが、西部出身ダミーは 10%水準で有意であり、男児に対す
る親の教育期待に負の影響を与える。つまり、西部地域出身の男児の親の教育期待は東部
地域から出身男児の親の教育期待より低いとは言える。きょうだい構成については、女き
ょうだし、ダミーは有意ではなく、男きょうだいダミーのみが男児に対する親の教育期待に
負の影響を与える。つまり、男きょうだし、がいる場合はいない場合より、男児に対する親
の教育期待が低くなることがわかった。
5.3女児について親の教育期待
．モデル1
両親の教育年数と世帯の年間収入をモデ、ルに投入した。両親の教育年数は0.1%水準で有
意であり、世帯の年間収入は 5%水準で有意であった。男児の分析結果と同様に、 3つの説
明変数は全て女児に対する親の教育期待に正の影響を与えている。
・モデル2
モデル 1に加えて、非農業戸籍を基準とした戸籍ダミー変数を投入した。戸籍ダミーは
女児に対する親の教育期待に負の影響を与える。つまり、農業戸籍を持つ女児の親の教育
期待は非農業戸籍を持つ女児の親の教育期待より低いと言える。
・モデル3
出身地域の影響を検討するため、東部地域を基準とした、出身地域に関する二つのダミ
ー変数を投入した。西部出身ダミーは 0.1%水準で有意、中部出身ダミーは 1%水準で有意
であり、 二つの変数は両方とも女児に対する親の教育期待に負の影響を与えている。つま
り、東部地域出身者より中部地域と西部地域出身の女児に対する親の教育期待は低いと言
える。また、ベータの値を比較すると、中部地域出身は－0.046であるのに対し、西部地域
出身は－0.131となっており、西部地域出身の女児に対する親の教育期待は中部地域出身者
よりさらに｛底くなることがわカミる。
・モデ、ル4
モデル3に加えて、男きょうだいダミーを投入した。男きょうだいダミーは 5%水準で有
意であり、女児に対する親の教育期待に負の影響を与える。つまり、男きょうだいがいる
場合、いない場合より女児に対する親の教育期待は低くなると言える。また、この変数を
投入したことにより、先ほど見た中部出身ダミーの影響は有意ではなくなった。
・モデル5
モデル3に加えて、女きょうだし、ダミーを投入した。女きょうだいダミーも 5%水準で、有
意であり、女児に対する親の教育期待に負の影響を与える。つまり、女きょうだいがいる
場合、いない場合より女児に対する親の教育期待は低くなると言える。
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・モデル6
最後に、男きょうだいダミーと女きょうだいダミーを一括してモデルに投入した。男き
ょうだいダミーは 5%水準で、有意、女きょうだいダミーは 10%水準で有意であり、 両方女児
に対する親の教育期待に負の影響を与えることがわかった。つまり、女児に対しては、男
きょうだし、でも女きょうだいでも、きょうだいがいる場合には親の教育期待がより低くな
ると言える。また、その値を比較すると、男きょうだいダミーは－0.062、女きょうだいダミ
はー－0.055と、男きょうだいがいると女児に対する親の教育期待がより低くなることがわ
fpる。
女児に対する親の教育期待をまとめると、以下のようになる。 世帯の年間収入と両親の
教育年数は女児に対する親の教育期待に正の影響を与え、戸籍ダミーは負の影響を与えて
いる。これは先行研究の傾向と同様であり、また男児の分析結果とも同様である。出身地
域については、中部出身ダミーは有意で、はなかった。西部出身ダミーは0.1%水準で有意で
あり、女児に対する親の教育期待に負の影響を与える。つまり、西部地域出身の女児に対
する親の教育期待は東部地域出身者より低くなると言える。きょうだい構成の影響につい
ては、男きょうだいダミーと女きょうだいダミーは両方女児に対する親の教育期待に負の
影響を与える。
以上の分析結果から、第3章で、立てた仮説の検証を行ってし、く。
仮説 1：居住地域が西部地域に近いほど、親の子どもへの教育期待は低くなる。
東部地域出身より西部地域出身の子どもの親の教育期待は低いことがわかった。しかし、
中部出身ダミーは男児と女児両方有意で、はなかったため、東部地域出身より中部地域出身
の子どもの親の教育期待は低いとは言えない。
仮説2
・2-1：男児の場合、男きょうだいがいない場合は、男きょうだいがいる場合と比較して親
の教育期待が低下する。
・ 2-2：子どもが女児の時、男女問わずきょうだいがし、ない場合、きょうだいがいる場合と
比較して親の教育期待が低下する。
男児の場合、男きょうだいダミーだけ親の教育期待に負の影響を与えることがわかる。
仮説2-1は検証された。女児の場合、男きょうだいダミーと女きょうだし、ダミーは両方親ι
教育期待に負の影響が与えることがわかった。仮説2-2は検証された。
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表 5.1 男児についての親の教育期待
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 モデル6
独立変数 B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ
世帯の年間収入（対数化） 0.009 0.01 0.265 0.294＊女＊ 0.251 0.278会常＊ 0.245 0.272大台女 0.247 0.274六六六 0.244 0.271＊六六
父教育年数 0.092 0.185士＊会 0.081 0.165や制 0.08 0.163合土台 0.073 0.148女＊女 0.08 0.162六＊六 0.073 0.148す＊六
母の教育年数 0.084 0.183士＊女 0.066 0.144＊＊大 0.063 0.138六六六 0.057 0.125大台女 0.061 0.132六＊六 0.057 0.123六六六
戸籍ダミー（基準：非農業戸籍） 司1.677 -0.326米安＊ -1.577 -0.306安＊オ 1ー.565 -0.304大＊会 1.525 -0.296＂＂士会 1ー.553 一0.302六六＊
出身地域（基準．東部地域）
中部出身ダミー 0.193 0.042 0.198 -0.043 0ー.19 0ー.041 一0.197 0.043 
西部出身ダミー -0.296 -0.063会 -0.241 0ー.052# -0.294 -0.063六 0.241 0ー.052#
男きょうだいダミー -0.963 -0.111大x* -0.958 -0.11＊六普
（基準：男きょうだいがいない）
女きょうだいダミー 0.097 0ー.022 0ー.023 -0.005 
（基準：女きょうだいがし、なし、）
定数 , 14.548＊＊オ 13.805宏士会 14.024＊＊六 14.202大x* 14.098北大＊ 14.219六六＊
F f直 59.418＊＊究 49.072六六六 33.706土台女 32.125士会＊ 28.974六＊＊ 28.096＊帥
調整済みR' 0.103 0.112 0.114 0.125 0.114 0.125 
従属変数ー自分の子どもに望む学歴
**xpく.001，土台p<.01，六p<.05,#p<.lOo 
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表 5.2 女児についての親の教育期待
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 モデル6
独立変数 B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ B ベータ
世帯の年間収入（対数化） 0.03 0.027* 0.276 0.253士会 0.254 0.233会文 0.241 0.222中弐 0.251 0.231 ** 0.24 0.221土台
、父教育年数 0.123 0.217女＊会 0.111 0.197六決大 0.105 0.185脅す衣 0.102 0.18女大合 0.101 0.178大H 0.099 0.174六六六
母の教育年数 0.118 0.223＊女合 0.101 0.192士会常 0.094 0.178会＊会 0.089 0.168士会合 0.083 0.157合＊安 0.08 0.15P** 
戸籍ダミー（基準：非農業戸籍） ー1.624 -0.261公安 -1.441 -0.232安安 ー1.351 -0.218すす -1.309 -0.211女 1.25 0ー.201宏
出身地域（基準．東部地域）
中部出身ダミー 0.257 0ー.046土台 -0.224 一0.04 0.24 -0.043 。213 -0.038 
西部出身ダミー 0.712 一0.131六＊＊ 0.662 -0.122大＊＊ 0.717 0ー.132＊＊大 0ー.671 0ー.124＊六六
男きょうだいダミー -0.517 -0.069大＊ -0.466 0ー.062*
（基準：男きょうだし、がいなし、）
女きょうだし、ダミー 0ー.356 一0.066合す 0.297 0ー.055#
（基準：女きょうだいがいない）
定数 13.693＊六六 12.996会合＊ 13.442六＊会 13.582女六六 13.693女将六 13.778士会＊
F f直 79.462＊六六 62.466＊六六 45.803犬女六 40.48六六女 40.039六六大 35.879＊＊女
調整済みR' 0.144 0.15 0.162 0.165 0.164 0.167 
従属変数自分の子どもに望む学歴
土台交p<.001，大＊p<.01，安pく.05,#p<.10。
43 
第6章考察
6.1知見のまとめ
前章の2010年度 CFPS調査データの分析から、親の子どもに対する教育期待に関する
主な知見をまとめていく。
第一に、第 4章でみたように、今回利用した CFPSデータでは、全般的に子どもに対
する親の教育期待は高いことがわかる。戸籍別に見た場合、農業戸籍をもっ親の教育期待
は大学レベルの学歴に集中しており、非農業戸籍をもっ親はさらに大学院レベルの学歴を
期待していることがわかる。
第二に、今まで、中国国内で、すで、に行った先行研究の知見と同様に、世帯の収入と両親の
教育年数は親の子どもに対する教育期待に正の影響を与えていた。
第三に、本人（子ども）の性別に関わらず、戸籍は親の子どもに対する教育期待に負の
影響を与えていた。
第四に、出身地域の差異により、親の子どもに対する教育期待の聞に格差が存在してい
る。具体的に言えば、西部地域出身の親の子どもに対する教育期待は東部地域出身者に比
べて低い傾向が見られた。また出身地域の負の影響は男児より女児の方が強い。中部地域
出身と東部地域出身の聞には有意な効果は見られなかった。
第五に、きょうだいの構成と親の子どもに対する教育期待の関係について、全体から見
ると、きょうだいの有無は親の子どもへの教育期待に影響を与えることが発見される。具
体的に言うと、男児に対する親の教育期待に対しては、男きょうだいがいる場合にのみ、
親の教育期待が低下することがわかった。女児に対する親の教育期待に対しては、男きょ
うだいがいることと、女きょうだいがいること、両方とも負の影響を与えることがわかっ
た。
6.2考察
6.1に述べた一点目の 「親の子どもに対する教育期待が全般的に高しリことと二点目の
「世帯の収入と親の教育年数が親の教育期待に正の影響を与える」というこつの点は、先
行研究の知見と一致する。
本研究の焦点で、あった、きょうだい構成と親の子どもに対する教育期待の関係を検討す
る。分析結果から、男きょうだいがし、る場合、女児に対する親の教育期待は減り、逆に、
男児は女きょうだし1がいる場合でも親の教育期待は変わらなかった。この結果から、中国
の非一人っ子世帯で、は、きょうだいの性別構成に応じて、親のそれぞれの子どもに対する
教育期待の「選択的Jな傾向が見える。家庭内では女児より、男児に高い教育期待を抱き
やすいことがわかる。男児は親の意識により家庭内でも重要視され、世帯資源を各子ども
に分配する時、女児より男児に優先的に分配していると考えられる。では、なぜ親は男児
に高い教育期待を抱きやすいのだろう。これには二つの理由があると考えている。
一つ目は従来の中国の伝統的意識の中の「男女不平等」である。二つ目は現実の経済的
制限だと考える。第2章で見たように、今日の中国社会は福祉の水準が低下し、公的扶
養より、家族扶養のほうが一般的な傾向になりつつある。このため、男児が高学歴を獲得
し、出世して、家族の経済的な柱になってほしいというような考えが中国の中には広まり
つつある。現在、中国の子どもの教育に関するコストは非常に高く、きょうだいの数が多
し、世帯は、全ての子どもに十分な教育支援をするのは困難であるといえる。きょうだいが
いることは、子どもへの教育投資に不利な影響を与える。また、親は子どもの性別に基づ
く 「選択」をしているため、男児に対して、男きょうだいだけ負の影響を与える、女児に
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対して、男きょうだいと女きょうだい両方が負の影響を与える、という状況になった。親
の子どもに対する教育期待に負の影響を与えるメカニズ、ムは世帯内部の資源が乏しいう
えに、子どもの人数が多いため、親は有限な資源を子どもに分配しなければならない。ま
た、親の意識の中に男女格差も存在するため、男きょうだいと女きょうだいの存在は互い
に負の影響がある。しかし、この負の影響は対等なものではない。男きょうだいの存在は
女きょうだいの存在よりも、負の影響が大きいと言える。親の男児と女児への教育期待の
聞の格差はこのように生じたと考えられる。
続し、て、出身地域による親の教育期待への影響を考察してし、く。出身地域の違いは、各
世帯の家庭背景への違いとも言い換えられ、それに基づいて親の子どもへの教育期待も異
なる、ということが推測できる。本研究では、先行研究の中の戸籍制度による都市部と農
村部聞の親の教育期待の差異を検討した上で、さらに、出身地域の聞に親の子どもへの教
育期待の中にも差異が存在していることがわかった。
出身地域聞の不平等は制度的な不平等だけではなく、より総合的な不平等を内包してい
ると考えている。第 1章で前述したように、中国の西部地域では、東部地域より「地域
に大学がなしリ、 「進学したくても経済的に難ししリという二つの問題が存在している。
現在中国では高等教育機関数の分布に偏りがあり、東部地域には多くの優良大学が集まる
一方、西部地域には高等教育機関そのものの数が少ない。東部地域出身の子どもと比較す
る時、西部地域の親は自分の世帯の家計をより真剣に考えなければならない。西部地域に
属する普通の大学に行くか、東部地域に属する名門大学に行くか。東部地域の大学に行く
場合は、居住費や生活費など、学費以外にも経済的な負担が非常に大きい。また、地元出
身者有利としづ入試制度から、大学の合格ラインも地域による差異が存在している。たと
え東部地域出身の子どもと学力が同じだとしても、西部地域出身者が東部地域の大学へ進
学することは難しい。経済的な問題と共に、大学の入学試験制度そのものの問題に西部地
域出身者はさらされている。さらに、子どもが居住移動を伴う進学を希望した場合、親は
自分の社会的経験を基にして進学を考慮すると考えられる。前述したように西部地域出身
者は学歴が低く、親が学歴を獲得させる意味をあまり理解していない／重要視していない
という傾向にある。これは親の子どもに対する教育期待に影響を与えると考えられる。経
済的な問題、入試制度の問題、そして親の学歴が低いことによる階層的な再生産、このよ
うな様々な要因から、出身地域によって親の子どもに対する教育期待が異なってくると筆
者は考える。
以上のきょうだい構成の影響と地域的差異の影響はそれぞれの影響だけでなく、複合的
にも親の子どもへの教育期待に影響を与えると考える。前述したように西部地域には、非
一人っ子家庭が多く、世帯の家計も東部地域より低いため、きょうだい同士の中で資源を
分配する時、各子どもに分配される資源は少なくなり、平等に分配することができない。
特に西部地域の農村部においては、この影響をもっとも強く受けていると筆者は考えてい
る。西部地域農村部の親は世帯の家計に余裕がなく、きょうだいの中で一人の子どもだけ
に教育支援を行い、 他のきょうだいには進学を諦めさせる可能性が高いと考えている。進
学を諦めた他のきょうだいは、家庭外で仕事をするか、家庭内の仕事を手伝うことになる。
その中で、女児の進学を諦める機会は男児の進学が諦められる機会よりはるかに多いこと
が予測される。西部地域・農村部の女児は地域的な問題、きょうだし、構成の問題といった
複合的な問題の影響をもっとも強く受けているものと考えられる。
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おわりに
1999年からの高等教育改革は、高等教育の入学機会を増加させ、ある程度親たちの子
供への教育期待を満足させた。しかし、高等教育の入試制度や、経済的な問題などが現実
には存在しているため、親たちの子供への教育期待の聞には格差が生じた。本研究は北京
大学の中国社会科学調査センターの 2010年度CFPS調査データを利用して、親の子供へ
の教育期待に関する実証研究を行い、以下のような結論を導き出した。①西部地域出身の
親の子どもに対する教育期待は東部地域出身者に比べて低い傾向が見られた。また、出身
地域の負の影響は男児より女児の方が強い。②きょうだいの有無は親の子どもへの教育期
待に影響を与えることがわかった。具体的に言うと、男児に対する親の教育期待に対して
は、男きょうだいがいる場合にのみ、親の教育期待が低下することがわかった。女児に対
する親の教育期待に対しては、男きょうだいがいることと、女きょうだいがいること、両
方とも負の影響を与えることがわかった。
では、こうした地域・きょうだい構成がもたらす問題の解消には何が必要なのか。まず、
高等教育機関の分布に関する改革が必要だと考えられる。西部地域に新しい高等教育機関
を設立し、西部地域内部で大学の進学機会を増加させる必要がある。また、国立大学の入
学制度について、国立大学の所在地の地元出身者優遇を停止し、各省の学生の数によって、
定員を分配することが比較的公平であると考えられる。また、大学の奨学金制度の拡充と
経済的に困難を抱えている学生への支援制度を強化することが必要である。そうした施策
によって、きょうだし、数が多い世帯出身の学生のプレッシャーを取り除くとともに、親の
子供への教育期待を上げることに役立つと考えられる。世帯の視点から見ると、中国全体
の年金や医療制度の改善が必要である。親の老後の憂いを解決することで、子どもへの教
育投資の資源は増加するはずである。また、西部地域と農村部で、 「男女平等」について
の理解を促進していくなかで、 「女児に対する教育は重要である」ということを強調すべ
きである。そうすることで、 「男女不平等Jという根強し、中国伝統意識の改善にもなり、
親の子どもに対する教育期待の男女格差を改善することができると考える。
最後に、本研究の今後の課題を述べておきたい。本稿は、親の子どもに対する教育期待
を従属変数とし、主に出身地域ときょうだいの構成を説明変数として検討してきた。日本
の親の子供への教育期待に関する先行研究の中に、子どもの出生順位は親の教育期待に影
響を与えることを解明した研究がある（片瀬2005）。しかし、本研究ではこうした出生
順位を考慮していなかった。また、今回の研究では、きょうだいの性別構成の効果だけ検
討していたが、向性きょうだいの数が多いのか、異性きょうだいの数が多いのかについて
の検討には至っていない。この二つの要因が中国でも親の教育期待に影響を与えるのか、
今後の課題としたい
(40,739宇）
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［脚注】
中国の行政単位を説明する。直轄市は中国中央政府の管轄を直接受けている市である。
例えば北京市などがこの直轄市に当たる、次に省庁所在都市は、日本の県庁所在地に相当
するものである。例えば広東省の広州市がこれに当たる。他の都市は一般都市に属する。
次に「県庁所在町」だが、これは県の行政機関の本庁舎が置かれている町を指す。鎮は中
国の農村部のある郷級行政区である。日本の「町」に当たる規模のものである。
11中国の農地解放は 1952年にほぼ完了し、旧ソ連のコルホーズ、をまねた第一次五カ年計
画（1953・57）により農業集団化を図ることになった。具体的、土地利用や農業器具・機
械は集団で共有され、農民個人は好きな作物を作ることも、自由な土地の利用も許されな
い。集団で生産ノルマ以上の収穫を得るように、計画に基づいて農業生産を行うようにな
った。
「晩・稀・少」政策の意味は「晩婚・晩産、出産間隔を空ける、少なく生む」である。
IV学校段階の教育制度計画上の相当年齢人口と、指定学校への全就学者との比率は粗就学
率または総就学率と呼ばれる。粗就学率が高いことは、学校に通う人が多いことを意味す
る。
v中国の都市部と農村部の行政区画の聞に差異が存在しているため、区、街道弁事所（街
道と略する）、街道居委会（居と略する）を都市部の行政区画を指す。県、郷鎮、村を農
村部の行政区画を指す。
1 1986年当時の各省の所属は現在と違った。 1986年当時、重慶市は四川省に属した。
1997年重慶は四川省から離れて、直轄市に昇進した。西部地域は 1986年の9省から 10
省になった。 2000年ごろ、 「西部大開発」政策が公表され、内モンゴ、／レと江西は中部地
域から西部地域に変更した。東部地域に関する変化はない。
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